
 
 
 

 公益財団法⼈⽇本国際フォーラム 

JFIR Policy Report 
 
 
 
 

 
 
  
 
 
 
 

 
2021年 8⽉ 1⽇ 

 
 
 
 
 
 

 

特集   
欧州最前線  

インド太平洋戦略の真意 
 
 



はじめに 

既存の国際秩序の基調たる「リベラル・グローバリズム」が、中国やロシアの新興
国が推進する「⾮リベラル・ グローバリズム」の挑戦を受けるようになり、さらに
AI・サイバーなどの未踏の「テクノ・グローバリズム」が⼈類社会を根底から変容さ
せつつある。かくして、21 世紀世界は「多元的グローバリズム時代」というべき時代
に突⼊したといえる。 

⽇本をはじめとする先進国は、⾃らが掲げる普遍的価値を引き続き遵守しつつ、新
興国の⽣み出す経済的ダイナミズムをいかに効果的に包摂するべきか、という世界史
的次元の課題に直⾯している。 

こうした問題意識のもと、⽇本国際フォーラムは 2020 年より 3 年にわたる⼤型研
究プロジェクト「『多元的グローバリズム』時代の世界の多極化と⽇本の総合外交戦
略」を始動し、その下で次の７つの研究会および２つのパネルを実施している。 

研究会 1  インド太平洋時代のチャイナ・リスクとチャイナ・オポチュニティ
研究会 2  ユーラシア・ダイナミズムと⽇本外交
研究会 3  海洋秩序構築の多⾯的展開- 海洋「世論」の創⽣と拡⼤ 
研究会 4  ⽶中覇権競争とインド太平洋地経学 
研究会 5  中国の対外⾏動分析枠組みの構築 
研究会 6  ロシアの論理と⽇本の対露戦略
研究会 7  ⽇本のハイブリッド・パワー 
パネル１  欧州政策パネル 
パネル２  アフリカ政策パネル

本冊⼦は、このうちの「欧州政策パネル」（渡邊啓貴主査、飯村豊顧問）の研究成
果として、当フォーラムのウェブサイトで２０２１年度に発表された論稿等を、「欧
州最前線：インド太平洋戦略の真意」と題し、収録したものである。  
同パネルは、我が国にとってきわめて戦略的重要性が⾼い欧州に着⽬し、その最新

かつ正確な情報を収集・分析し、その成果を随時提⾔・発信する機会として始動した。
⽇本を代表する欧州の政治経済の専⾨家等が⼀堂に会し、欧州でいま何が起きており、
今後何が起こるのか、そして、欧州の将来の⾏⽅などについて、多⾓的な視点から探
っている。その最新の活動成果はウェブサイト（下記ＱＲコードご参照）よりご覧い
ただける。皆様の参考に供することができれば幸いである。   

公益財団法⼈ ⽇本国際フォーラム 
理事⻑ 渡辺まゆ 

２０２ 1 年８⽉１⽇ QR コード 
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2021年 7 月 31 日 

欧州グリーン・ディールと次世代の若者 
中西 優美子 

一橋大学大学院法学研究科教授 

 2021年7月14日に欧州委員会は、欧州グリーン・ディールの実施を強化する（delivering）
ための 12 施策からなる包括的提案を公表した。その中でも、2035 年にハイブリッド車を
含むガソリン車などの新車販売の事実上の禁止や環境規制の緩い国からの輸入品に課税す
る「国境炭素調整メカニズム（CBAM）」の段階的導入などは、ニュースとして取り上げら
れ、ご存知の方も多いと思う。今回の短文では、欧州グリーン・ディールを次世代の若者と
の関係で取り上げることにする。 
 2019 年 12 月に、Von der Leyenを委員長とする欧州委員会の元で、「欧州グリーン・デ
ィール(European Green Deal)(COM(2019)640)が公表された。欧州委員会の任期は、5年
である。この任期の最初に欧州グリーン・ディールが公表され、欧州委員会の方向性が明確
に打ち出された。欧州グリーン・ディールは、気候変動を中心にして、環境保護とデジタル
化に関する新たな措置の提案や既存の措置の改正案等、道筋を示す青写真的な文書である。
なお、実際の措置の提案や改正案は、別の文書で個別的に示される。「欧州グリーン・ディ
ール」という言葉がよく聞かれるように、キャッチフレーズ的な意味もある。当初は、EU
予算の問題もあり、実際の実現は困難であろうという冷めた声も聞かれた。しかし、コロナ
危機に対処する中で、欧州委員会はこの困難を乗り越える手段を得た。まさにコロナ危機を
チャンスに変えつつある。コロナ危機に際して、最初は EU の脆弱性が目立った。EU 構成
国により国境封鎖がなされ、域内市場の中核である物・人の自由移動がストップしてしまっ
たからである。しかし、その後は、EU がワクチン購入交渉を代表して行い、ワクチン審査
を下部機関である欧州医薬品庁（EMA）が担うなど、EU による統一的な行動が見られるよ
うになった。さらに、欧州委員会は、コロナ危機からの復興計画として、「次世代
EU(NextGenerationEU)」と呼ばれる EU 復興基金を提案し、欧州議会と理事会による合意
にこぎ着けた。この EU 復興基金は、EU の 7500 億ユーロの借金である。この復興基金の
償還は、2027 年から 2058 年までの 30年というスパンが設けられている。復興基金の中核
となるのが、「復興・強靭化ファシリティ（Recovery and Resilience Facility）(RRF)」であ
る。7500 億ユーロのうちの 6725 億ユーロを占めている。RRF の使途は以下に限定されて
いる。（a）グリーン移行、(b)デジタル移行、(c)スマート、持続可能およびインクルーシブ
な成長、(d)社会的および地域的結束、(e)健康、経済、社会および制度的な強靭性、（f）次
世代、子供、若者ための政策。その際、グリーン移行（気候変動に関わる投資および改革）
に計画全体の少なくとも 37％が当てられなければならず、デジタル移行には少なくとも
20％が配分されなければならない。このことは、2019 年に出された「欧州グリーン・ディ
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ール」の弱点であった、資金の問題が解消されたことを意味する。イタリアやスペインなど
コロナ危機により多大の打撃を受けた構成国は、復興基金により返済不要の財政支援（補助
金）を受け取り（利用は 2023年まで、2026年末までに支払いを受ける）、その資金の少な
くとも 37％は環境保護に用いられる。ここ数年、つまり、欧州委員会の任期中に必然的に
環境保護のための投資がなされ、成果がでる形になっている。EU 復興基金に「次世代 EU」
という名前が付けられているのは、借金の担い手になってしまう次世代に対し、次世代にと
って益となる環境保護とデジタル化が確実に行われるようになっているからである。
それでは、ここであらためて、2021 年 7 月 14 日に欧州委員会が公表した「Fit for 55」

文書(COM(2021)550)を見てみることにする。「Fit for 55」というのは、2030 年までに 1990
年比で少なくとも 55%、温暖化ガスの排出を減らすということからきている。そのための
12 施策からなる提案パッケージになっている。例えば、最初に挙げた、自動車規制や国境
炭素調整メカニズム（CBAM）の他、EU 排出枠取引制度（EUETS）の強化、エネルギー課
税指令の改正、エネルギー消費量削減目標引き上げ、再生可能エネルギー比率の引き上げ、
森林等による炭素除去目標設定、持続可能な航空燃料促進、充電・水素燃料補給等のインフ
ラ設備、海運燃料の CO２含有量上限の設定および段階的引き上げ、気候社会基金の創設な
ど、一連の措置が目標の達成に必要とされている。このパッケージとは別に個別の措置の提
案や改正案が欧州委員会から同日の 7 月 14 日に公表してされており(これらの文書は合わ
せて膨大な量となる)、今後効力をもつためには、欧州議会および理事会による採択が必要
となる。この欧州委員会文書の最初の文章では、気候および生物多様性の緊急性に世界が対
応する重要な局面にあり、我々が何とか間に合って行動できる最後の世代であると述べら
れている。また、今、行動を起こさなければ、次世代は、さらなる異常気象にさらされるこ
とになるとしている。そのうえで、これらの危機に対処することは、世代間
(intergenerational)の連帯および国際的な連帯の事項であり、次の 10 年に我々が達成する
ことが子供の将来を決定的することになると述べられている。さらに、欧州委員会は、同文
書の中で、気候行動を強化することは、今日の 10代を含む、若者からのアピールであると
している。また、欧州委員会は、若者が、変化のエイジェント(agents of change)として、政
府および EU に決定的な行動するように、また、次世代のための気候と環境を遅滞なく保護
するように要求していることを真摯に受け止めている。ヨーロッパでは、若者によるデモが
行われ、いくつもの気候変動訴訟(climate change litigation)が起こっている。10 代を含む、
若者および将来世代の利益を代表するNGO が原告として、国家を訴える、または、大企業
を訴えるという訴訟が提起され、オランダ、フランスおよびドイツで勝訴判決を勝ち取っ
た。さらに、現在、欧州人権裁判所にもポルトガルの若者が複数の国家を提起した訴訟が係
属している。この「Fit for 55」文書は、欧州委員会がこのような次世代を担う若者の切実な
願いを汲み取り、「欧州グリーン・ディール」の実現をより確実なものをするための政策文
書となっている。また、この「Fit for 55」文書は、「欧州グリーン・ディール」文書が公表
されてから、約１年半しか経っていないにもかかわらず、出された。「欧州グリーン・ディ
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ール」文書により、数多くの措置が採択され、あるいは、改正されたが、今後、さらに、新
たな措置が採択され、既存の措置が改正されることになる。欧州委員会の「欧州グリーン・
ディール」にかける本気度（ただの政策文書に終わらせないというもの）が膨大な具体的な
提案文書と合わせて伺える。 
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2 0 2 1 年 7 月 3 1 日  

デ ジ タ ル改 革（ DX ） に よる持 続 可 能で 公正 な 競 争 環

境の構築  -日欧協力の可能性と課題  

福 田  耕 治  
早 稲 田 大 学 教 授  

１ ． は じ め に  
2 0 1 9 年 1 2 月 欧 州 委 員 会 の フ ォ ン ・ デ ア ・ ラ イ エ ン 委 員 長 は 、「 欧 州 グ リ ー

ン デ ィ ― ル 」 と 「 デ ジ タ ル 化 」 を 両 輪 と す る Ｅ Ｕ の 新 成 長 戦 略 を 発 表 し た 1 。
こ れ は 2 0 5 0 年 ま で に Ｅ Ｕ 域 内 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 を ゼ ロ に す る 「 気 候 中 立
( カ ー ボ ン ・ ニ ュ ー ト ラ ル ) 」 を 実 現 す る た め 、 持 続 可 能 な 循 環 型 経 済 ( サ ー キ
ュ ラ ー ・ エ コ ノ ミ ー ) へ と 欧 州 産 業 構 造 の 大 転 換 を 図 る プ ロ ジ ェ ク ト で あ る 。
そ の 中 核 的 手 段 が 、 人 工 知 能 ( A I ) と イ ン フ ラ の 連 結 性 ( コ ネ ク テ ィ ビ テ ィ ) 、
サ ー ビ ス 経 済 、 デ ー タ 、 投 資 、 規 制 な ど の 分 野 に お け る デ ジ タ ル 改 革 で あ る 。
こ の 新 欧 州 委 員 会 の 施 政 方 針 演 説 の 二 カ 月 後 、 欧 州 で は 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス が
猛 威 を 振 る い 始 め た 。 2 0 2 1 年 7 月 現 在 も 感 染 力 の 極 め て 強 い デ ル タ 株 の 出 現
に よ り 、 日 欧 の み な ら ず 世 界 中 で 猛 威 を 振 い 続 け て お り 、 終 息 す る 兆 し は 見 え
な い 。 対 人 重 視 、 モ ノ 重 視 、 距 離 ・ 場 所 の 制 約 が あ っ た 従 来 の 社 会 環 境 は 、 コ
ロ ナ 禍 で 激 変 し 、 テ レ ワ ー ク 、 オ ン ラ イ ン に よ る 会 議 、 教 育 、 診 療 、 店 舗 が 一
般 化 し 、 企 業 活 動 と 個 人 生 活 の 両 面 で 大 変 革 が 加 速 し た 。 つ ま り コ ロ ナ 禍 を 契
機 と し て 、 社 会 全 体 の デ ジ タ ル 化 、 D X ( デ ジ タ ル ・ ト ラ ン ス フ ォ ー メ ー シ ョ
ン ) を 急 速 に 進 め ざ る を 得 な い 状 況 と な っ て い る 。

E U の シ ン ク タ ン ク と し て 政 策 立 案 に お い て 主 導 的 な 役 割 を 果 た し て き た 欧
州 政 策 研 究 所 （ C E P S ） の 「 日 欧 協 力 の 未 来 ： 欧 州 グ リ ー ン デ ィ ー ル と デ ジ タ
ル 経 済 の 観 点 か ら 」 と 題 す る 2 0 2 1 年 7 月 の シ ン ポ ジ ュ ー ム に お け る S E P S 理
事 長 ら の 講 演 は 、 日 欧 協 力 を 考 え る 上 で も 大 き な 示 唆 と な っ た 。 と は い え 、
C E P S の 二 報 告 で は 、 主 に 「 欧 州 グ リ ー ン デ ィ ― ル 」 に 焦 点 が 当 て ら れ た た め 、
デ ジ タ ル 改 革 に つ い て は ほ と ん ど 触 れ ら れ な か っ た 。 そ こ で こ れ を 補 う 観 点 か
ら 、 本 稿 で は E U デ ジ タ ル 改 革 の 背 景 や 進 捗 状 況 と 日 本 の デ ジ タ ル 改 革 の 現 状
を 踏 ま え 、 持 続 可 能 で 公 正 な 競 争 環 境 の 構 築 に 向 け て 、 日 欧 協 力 の 可 能 性 と 課
題 を 明 ら か に し て み た い 。
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２ ． E U に お け る デ ジ タ ル 戦 略 の 背 景 と 現 況  
2 0 1 5 年 9 月 欧 州 委 員 会 は 、  単 一 デ ジ タ ル 市 場 ( D i g i t a l  S i n g l e  

M a r k e t  : D S M ) 戦 略 を 発 表 し た 。 こ の 戦 略 は 、 デ ジ タ ル 経 済 に 関 す る 規 制 の
撤 廃 と e コ マ ー ス 部 門 に お け る 不 正 競 争 を な く し 、 ( 1 )  ア ク セ ス の 改 善 、 ( 2 )
事 業 環 境 、 ( 3 ) 潜 在 的 経 済 成 長 の 最 大 化 、 ( 4 ) 国 境 を 越 え る 取 引 規 制  ( ジ オ ブ
ロ ッ キ ン グ 規 制 ) 、 ( 5 )  プ ラ ッ ト ホ ー ム 取 引 の 透 明 性 と 公 平 性 の 確 保 、 を 目 指
す も の で あ っ た 2 。 さ ら に 2 0 1 6 年 4 月 欧 州 委 員 会 は 、 欧 州 ク ラ ウ ド ・ イ ニ シ
ア テ ィ ブ を 発 表 し 、 2 0 1 8 年 5 月 か ら 、 E U 「 一 般 デ ー タ 保 護 規 則  ( G e n e r a l
D a t a  P r o t e c t i o n  R e g u l a t i o n ： G D P R ) 3 」 の 適 用 を 開 始 し た 。

2 0 2 0 年 2 月 欧 州 委 員 会 は 、「 欧 州 デ ー タ 戦 略  :  D X - 単 一 市 場 」 と 「 欧 州 デ
ー タ 空 間 」 を 構 築 す る た め の 戦 略 4 を 公 表 し た 。 こ れ は 、（ 1 ） 人 々 に 役 立 つ 技
術 、 ( 2 )  公 正 で 競 争 力 の あ る デ ジ タ ル 経 済 、 ( 3 ) 民 主 的 で 持 続 可 能 な 開 か れ た
社 会 を 構 築 し 、「 E U の デ ジ タ ル 主 権 （ E U ’ s  “ D i g i t a l  S o v e r e i g n t y  ” ）」 確 立
を 目 指 す も の で あ る 。 こ の よ う な E U の 取 り 組 み の 背 景 に は 、 世 界 の 情 報 空 間
に お け る 米 国 デ ジ タ ル と 中 国 デ ジ タ ル の 勢 力 圏 の 飛 躍 的 な 拡 大 が あ る 。 米 国 の
マ イ ク ロ ソ フ ト の W i n d o w s - O S や ア ッ プ ル の i O S 支 配 、 G A F A M （ G o o g l e 、
A m a z o n 、 F a c e b o o k 、 A p p l e 、 M i c r o s o f t ） の プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 支 配 が あ り 、
他 方 で 「 一 帯 一 路 」 戦 略 の 下 で 巨 大 な 内 需 と 安 価 な 労 働 力 、 国 家 に よ る 補 助 金
や 投 資 な ど を 後 ろ 盾 と す る 中 国 国 営 企 業 の 工 業 生 産 力 と B A T H ( B a i d u 、
A l i b a b a 、 T e n c e n t 、 H U A W E I ) な ど の 民 営 資 本 企 業 の 接 合 に よ る 強 靭 な 国
家 資 本 主 義 に よ る 影 響 力 の 拡 大 が あ る 。 経 済 ・ 貿 易 と 安 全 保 障 の 両 面 で 米 中 間
の 覇 権 争 い が 起 こ り 、 両 者 の 対 立 は 激 化 す る 方 向 に あ る 。 E U は 、 米 中 の 板 挟
み と な る の を 避 け 、 欧 州 市 場 に お け る 覇 権 国 の 支 配 や 覇 権 国 企 業 へ の 過 度 の 依
存 を 減 ら し 、 デ ジ タ ル 分 野 に お い て E U の 主 体 性 を 確 保 す る 狙 い が あ る 。 デ ジ
タ ル 市 場 で は 、 E U 域 内 市 場 で ア メ リ カ 企 業 が ク ラ ウ ド 市 場 で 大 き な シ ェ ア
( 5 7 % ) を 持 ち 、 中 国 デ ジ タ ル 企 業 （ A l i b a b a  ５ ％ ） も 域 内 で 国 境 を 越 え る サ
ー ビ ス の 提 供 を 拡 大 し て い る 現 実 が あ る 5 。 特 に 、 ク ラ ウ ド 市 場 で は 、 米 国 や
中 国 の プ ラ ッ ト フ ォ ー ム に 大 き く 依 存 し て い る た め 、 サ イ バ ー 空 間 に お け る ハ
ッ キ ン グ 、 サ イ バ ー ・ テ ロ か ら 欧 州 の 機 密 情 報 や 個 人 デ ー タ を 保 護 し 、 欧 州 安
全 保 障 を 確 保 す る 観 点 か ら も 対 応 を 余 儀 な く さ れ て い る 。

新 型 コ ロ ナ 危 機 下 に お い て デ ジ タ ル 化 は 、 E U に お い て も 喫 緊 の 課 題 と な っ
た 。 2 0 2 0 年 6 月 デ ジ タ ル 化 が 感 染 制 御 と 経 済 復 興 に 重 要 な 役 割 を 演 じ る と の
認 識 か ら 、 欧 州 理 事 会 は 「 Ｅ Ｕ デ ジ タ ル 戦 略 」 に 取 り 組 む こ と に 合 意 し た 。 経
済 復 興 か ら 経 済 成 長 へ と 繋 げ る た め の 財 源 と し て 、 同 年 7 月 「 欧 州 の 復 興 計 画
に 力 を 与 え る Ｅ Ｕ 予 算 」 の 制 度 化 に も 成 功 し た 。 欧 州 理 事 会 の ミ シ ェ ル 常 任 議
長 は 、 Ｅ Ｕ の 長 期 予 算 ・ 経 済 復 興 パ ッ ケ ー ジ に 関 す る 新 提 案 「 欧 州 の 復 興 計 画
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に 力 を 与 え る Ｅ Ｕ 予 算 」（ C O M ( 2 0 2 0 )  4 4 2  f i n a l  ） を 発 表 し 、 7 月 欧 州 理
事 会 で 、 7 5 0 0 億 ユ ー ロ の 「 コ ロ ナ 復 興 基 金 」 創 設 の 最 終 合 意 に 漕 ぎ 着 け た 。
そ の 財 源 調 達 方 法 は 、 欧 州 委 員 会 が 債 権 を 発 行 し 、 金 融 市 場 か ら 資 金 調 達 す る
方 法 が と ら れ 、 そ の 債 務 も 加 盟 国 全 体 で 共 有 す る こ と が 合 意 さ れ た 。 Ｅ Ｕ の 緊
急 コ ロ ナ 危 機 対 応 策 と し て 、 欧 州 理 事 会 は 、 Ｅ Ｕ 経 済 復 興 と 成 長 戦 略 の た め の
七 カ 年 に 及 ぶ 中 期 予 算 計 画  （ 2 0 2 1 ～ 2 0 2 7 年 ） を 制 度 化 に も 成 功 し た 。 こ う
し て 総 額 で は 、 2 万 3 6 4 3 億 ユ ー ロ の 巨 額 の 費 用 が 投 入 さ れ る こ と に な っ た 6 。
こ の Ｅ Ｕ 多 年 次 財 政 枠 組 み ( M F F ) ・ 欧 州 復 興 基 金 は 、 ポ ス ト ・ コ ロ ナ の 新 し
い 成 長 戦 略 で あ る グ リ ー ン デ ィ ー ル 計 画 に よ り 、 欧 州 産 業 を 循 環 型 経 済 へ と 転
換 さ せ 、 国 連 Ｓ Ｄ Ｇ ｓ の 目 標 で も あ る 「 誰 一 人 取 り こ ぼ さ な い 」 包 摂 的 社 会 を
実 現 す る プ ロ ジ ェ ク ト の 起 爆 剤 と も な り う る 。 Ｅ Ｕ 安 全 保 障 研 究 所 の フ ィ オ ッ
ト や シ ョ パ ン ・ リ ー ル 大 教 授 は 、 欧 州 委 員 会 の 規 則 に よ っ て 、 Ｇ Ａ Ｆ Ａ Ｍ 等 の
企 業 活 動 ( 競 争 、 課 税 、 個 人 デ ー タ 、 コ ン テ ン ツ ) 規 制 を 行 う こ と を 歓 迎 し 、
中 国 に つ い て も Ｅ Ｕ が 地 政 学 的 競 争 に お い て 対 等 に 闘 う た め に 、 E U レ ベ ル で
国 家 主 権 が プ ー ル さ れ る 必 要 が あ る 勧 告 と す る 7 。 Ｅ Ｕ が 国 際 社 会 で 自 律 的 な
プ レ イ ヤ ー と な る た め に 、 単 一 デ ジ タ ル 市 場 と 資 本 市 場 同 盟 を 完 成 さ せ 、 Ｅ Ｕ
の 「 技 術 主 権 」 を 強 化 す る こ と が 不 可 欠 で あ る 。 E U 独 自 の デ ー タ イ ン フ ラ と
E U の 「 デ ジ タ ル 主 権 」 と 戦 略 的 自 律 性 の 確 保 8 の た め に 、 欧 州 デ ー タ 空 間 と
し て 、 独 仏 中 心 に 欧 州 デ ー タ イ ン フ ラ 「 G A I A - X 9 」  ソ ブ リ ン ク ラ ウ ド ス タ ッ
ク を 構 築 す る こ と が 決 定 さ れ た 。 E U が デ ジ タ ル 主 権 を 持 ち 、 こ れ を 基 礎 に イ
ノ ベ ー シ ョ ン を 促 進 さ せ る こ と を 企 図 し て 、 2 0 3 0 年 ま で の 「 デ ジ タ ル の 1 0
年 ( D i g i t a l  D e c a d e ) 」 の 取 り 組 み を 「 欧 州 未 来 戦 略 」 と し て 設 定 し 、 ホ ラ イ
ズ ン ・ ヨ ー ロ ッ パ の 研 究 投 資 も E U 第 9 次 枠 組 み 計 画 （ 2 0 2 1 ～ 2 7 年 ） の 7 カ
年 に 、 9 5 6 億 ユ ー ロ 以 上 の 予 算 が 投 入 さ れ る こ と と な っ た 1 0 。 こ れ に よ り 、
E U の デ ジ タ ル 改 革 が ポ ス ト ・ コ ロ ナ の 時 代 に 向 け て 、 金 融 分 野 で の フ ィ ン テ
ッ ク 技 術 を は じ め 、 D X 技 術 の 相 互 利 用 や 標 準 化 と 評 価 基 準 の 設 定 な ど の イ ン
フ ラ 基 盤 を 強 化 し 、 中 小 企 業 や 個 人 の D X 技 術 の 活 用 ・ 支 援 に 資 す る こ と に な
る で あ ろ う 。 次 に 、 日 本 で の D X の 取 り 組 み を 見 て み よ う 。

３ ． 日 本 に お け る デ ジ タ ル 改 革 の 歴 史 と 現 況 : E - J a p a n （ D X ） 戦 略 と 新 型 コ ロ
ナ 危 機 対 応

日 本 政 府 に お け る デ ジ タ ル 改 革 は 、 2 0 0 1 年 高 度 情 報 通 信 ネ ッ ト ワ ー ク 社 会
推 進 戦 略 本 部 （ I T 戦 略 本 部 ） を 設 置 し 、「 e - J a p a n 戦 略 」 と い う 計 画 と し て 開
始 さ れ た 。 こ の 戦 略 に 基 づ き 、 2 0 1 5 年 ま で に デ ジ タ ル 化 を 完 成 さ せ る 予 定 で
あ っ た が 実 現 で き ず 、 2 0 1 8 年 5 月 経 済 産 業 省 （ M E T I ) は 、 D X イ ニ シ ア テ ィ
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ブ を と る た め 、 D X 専 門 家 グ ル ー プ を 立 ち 上 げ 、 7 月 内 閣 総 理 大 臣 が 率 い る 戦
略 本 部 、 D X オ フ ィ ス を 設 置 し て 行 政 手 続 き の デ ジ タ ル 化 推 進 の 検 討 に 入 っ た
が 、 デ ジ タ ル 戦 略 開 始 以 来 2 0 年 を 経 て も 日 本 の 行 政 シ ス テ ム の I T ・ デ ジ タ ル
化 に は 成 功 し な か っ た 1 1 。  

し か し 2 0 2 0 年 5 月 新 型 コ ロ ナ 危 機 は 、 日 本 に お い て 官 民 の D X を 加 速 さ せ
る 転 換 点 と な っ た 。 自 民 党 の デ ジ タ ル 社 会 推 特 別 委 員 会 が D X を 推 進 す る た め
の デ ジ タ ル 庁 設 置 を 提 言 し 、 七 月 内 閣 府 が 閣 議 決 定 「 経 済 ・ 財 政 管 理 ・ 改 革
2 0 2 0 」 を 発 表 し た 。 感 染 症 蔓 延 へ の 対 応 と 経 済 活 動 の 段 階 的 再 開 に 向 け 、 デ
ジ タ ル ・ ニ ュ ー デ ィ ― ル と 呼 ば れ る 「 新 し い 日 常 」 の た め の 方 針 が 策 定 さ れ 、
デ ジ タ ル 庁 が 2 0 2 1 年 9 月 に 創 設 さ れ る 運 び と な っ た 。 感 染 症 対 応 の た め の 支
援 策 実 施 過 程 で 、 日 本 の 行 政 分 野 の デ ジ タ ル 化 、 オ ン ラ イ ン 化 の 遅 れ が 顕 在 化
し て き た た め 、 デ ジ タ ル 国 家 の 構 築 と 民 間 部 門 の D X を 推 進 す る た め の 投 資 と
イ ノ ベ ー シ ョ ン の 推 進 施 策 を 、 新 設 さ れ る デ ジ タ ル 庁 が 担 う こ と に な っ た 。

E U 加 盟 国 の 中 で デ ジ タ ル 化 が 最 も 進 ん で い る エ ス ト ニ ア で は 、 各 行 政 機 関
が 保 有 す る 自 分 の デ ー タ を 国 民  I D 番 号 を 入 力 す る こ と で 閲 覧 で き 、 自 分 の デ
ー タ を 誰 が い つ 参 照 し た の か ア ク セ ス 記 録 を 確 認 で き る 仕 組 み に な っ て い る 。
不 審 な ア ク セ ス 記 録 を 発 見 し た 場 合 に は 、 苦 情 申 し 立 て も 可 能 で あ る 。 日 本 に
お い て も 行 政 情 報 漏 洩 や 民 間 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 顧 客 個 人 情 報 流 出 問 題 が 生 じ
る た び に 懸 念 が 高 ま っ て い る 。 そ こ で サ イ バ ー セ キ ュ リ テ ィ を 強 化 し 、 行 政 情

内 閣 総 理 大 臣  

内 閣  
経 産 省 D X 事 務 局  

D X 報 告 2 0 1 8  
D X 推 進 ガ イ ダ ン ス
2 0 1 9  

内 閣 事 務 局  内 閣 官 房  

基 本 政 策 2 0 2 0  

日 本 経 済 復 本 部  
サ イ バ ー ・ セ キ

ュ リ テ ィ 国 家 準

備 戦 略 セ ン タ ー

I T 戦 略 本 部  I P 戦 略 本 部  

サ イ バ ー ・ セ キ ュ リ テ イ 戦 略 情 報 ・ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン  

技 術 戦 略 事 務 局  
サ イ サ イ バ ー ・ セ キ ュ テ ィ 2 0 2 0

DX 政策のための行政構造と包括的計画 
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報 、 国 民 の 個 人 情 報 や デ ジ タ ル ・ プ ラ ッ ト フ ォ ー ム へ の 信 頼 性 を 向 上 さ せ る た
め に は 、 エ ス ト ニ ア と 同 様 の シ ス テ ム の 構 築 が 課 題 と な る 。 コ ロ ナ 禍 に お い て
日 本 で は 、 民 間 で 電 子 契 約 サ ー ビ ス の 需 要 が 高 ま り 、 行 政 機 関 で も 申 請 に お い
て 捺 印 の 廃 止 や 省 略 が 進 み 、 デ ジ タ ル 署 名 、 デ ジ タ ル 証 明 書 の 発 効 を 促 進 す る
方 向 で の 法 改 正 を 行 い 、 デ ジ タ ル 化 の た め の 方 策 が 官 民 共 同 で 進 め ら れ つ つ あ
る 。 日 本 で は 、 E U と は 異 な り 、 政 府 と 経 産 省 を 中 心 に 、 大 企 業 を 念 頭 に お い
た D X が 政 策 的 に 推 進 さ れ る 傾 向 に あ る こ と を 指 摘 で き る 。 E U が 欧 州 企 業 の
九 割 以 上 を 占 め る 中 小 企 業 や 個 人 の D X 活 用 に 重 点 を 置 き 、 決 済 分 野 で の 新 技
術 開 発 と 適 正 な 規 制 の 均 衡 を と り つ つ 、 グ ロ ー バ ル ・ ス タ ン ダ ー ド と な る 標 準
化 を 検 討 し つ つ あ る こ と に 鑑 み れ ば 、 日 本 も 中 小 企 業 や 個 人 の D X 活 用 分 野 に
お い て も E U と 協 力 し て い く 分 野 も 少 な く な い と 言 え よ う 。 ( 出

典 ) h t t p s : / / d o i . o r g / 1 0 . 3 8 0 4 4 / 2 6 8 6 - 9 1 3 6 - 2 0 2 0 - 1 - 2 - 8 - 1 6 , J u l y  3 1 , 2 0 2 1 . p . 1 2 . ( 図

表 )  

４ ． お わ り に ー D X を 実 現 す る シ ナ リ オ と 日 欧 協 力 の 課 題  

2 0 2 0 年 は 、 新 型 コ ロ ナ 危 機 の 影 響 に よ り 、 世 界 中 の Ｄ Ｘ 、 デ ジ タ ル 改 革 へ
の 転 換 点 の 年 と な っ た 。 以 上 の 検 討 か ら 、 日 欧 協 力 が 可 能 な い く つ か の 分 野 と
そ の 課 題 も 浮 か び 上 が っ て き た 。 D X に は 、 A I 、 ク ラ ウ ド 、 I o T 、 ビ ッ グ デ ー
タ な ど が 含 ま れ 、 こ れ ら と 関 連 す る 法 令 や 規 制 の 解 釈 を 含 む 立 法 政 策 も デ ジ タ
ル 化 時 代 に 対 応 し た も の へ と 改 革 す る 必 要 が あ る 。 さ ら に E U と 同 様 に 、 日 本
政 府 は 日 本 銀 行 と 連 携 し 、 デ ジ タ ル 通 貨 の 導 入 に 関 す る 共 同 研 究 を 海 外 の 中 央
銀 行 と の 間 で も 開 始 し て い る 。 デ ジ タ ル 資 本 主 義 社 会 に お い て は 、 デ ジ タ ル 情
報 は 価 値 の 源 泉 で あ り 、 デ ジ タ ル 技 術 を 駆 使 し て 差 異 と 希 少 性 か ら 利 益 を 得 る
こ と が 可 能 と な る 。 E U の デ ジ タ ル 戦 略 は 、 欧 州 の 歴 史 的 価 値 や 伝 統 に 基 づ い
て 、「 法 の 支 配 と 倫 理 的 資 本 主 義 」 と い う 規 範 的 価 値 を D X の 推 進 の 中 核 に 置
き 、 米 中 デ ジ タ ル 勢 力 に 対 抗 し て 「 E U デ ジ タ ル 主 権 」 確 立 を 目 指 し て い る 。
E U で は 、 国 連 S D G s 、 パ リ 協 定 、 E S G ( 環 境 ・ 社 会 ・ ガ バ ナ ン ス ) 投 資 、
G D P R な ど の 多 様 な 国 際 規 範 を 包 括 的 に 掲 げ て 、 グ ロ ー バ ル に 実 施 す る こ と
に よ り 、 欧 州 産 業 の 競 争 的 優 位 を 確 保 す る 戦 略 を と る 。 こ れ は 常 に E U が 世 界
の 貿 易 ・ 投 資 の ゲ ー ム の ル ー ル を 作 る 側 に 回 る 戦 略 で あ り 、 欧 州 が 得 意 と す る
制 度 設 計 ・ 企 画 能 力 を 最 大 限 に 活 か す も の で も あ る 。

2 0 2 0 年 1 2 月 日 本 も E U と 同 様 に 、 2 0 5 0 年 の 「 脱 炭 素 」 に 向 け て 「 グ リ ー
ン 化 」 と 「 デ ジ タ ル 化 」 を 基 礎 と す る 新 成 長 戦 略 を 発 表 し た 。 日 本 の デ ジ タ ル
イ ノ ベ ー シ ョ ン 戦 略  「 S o c i e t y  5 . ０ 」 で は 、 ① 信 頼 性 の 高 い デ ー タ フ リ ー フ
ロ ー （ D F F T ) 、 ② 商 取 引 の 透 明 性 ・ 信 頼 性 の 高 い デ ジ タ ル ・ プ ラ ッ ト フ ォ ー
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ム に 適 用 す る グ ロ ー バ ル な ル ー ル 形 成 、 ③ 信 頼 で き る デ ー タ 処 理 を 最 適 化 す る
イ ン タ ー ネ ッ ト 構 造 W e b コ ン セ プ ト を 追 加 し 、 個 人 デ ー タ 保 護 と 競 争 法 と の
関 係 か ら も 特 定 の プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 企 業 に よ る 支 配 的 地 位 や 優 越 的 地 位 の 濫 用
を 防 止 す る こ と を 提 唱 す る 1 2 。 こ の 日 本 の デ ジ タ ル 戦 略 は 、 E U の 「 欧 州 デ
ー タ 戦 略  :  D X - 単 一 市 場 」 構 想 と 共 通 す る 部 分 も 多 く 、 こ の よ う な デ ジ タ ル 資
本 主 義 社 会 に お け る 持 続 可 能 で 公 正 な 競 争 環 境 の 整 備 は 、 日 欧 が 協 力 す る こ と
で 実 現 可 能 で あ り 、 双 方 の 共 通 利 益 に も 繋 が る 。 デ ジ タ ル 分 野 で の 日 欧 協 力 は 、
① 目 に 見 え る 客 観 的 な 分 析 ス キ ー ム の 指 標 の 確 立 、 ②  「 D X 推 進 シ ス テ ム ガ イ
ド ラ イ ン 」 の 策 定 、 ③ D X を 実 現 す る た め の I T シ ス テ ム の 構 築 に お け る コ ス
ト と リ ス ク の 低 減 に 向 け て の 取 り 組 み 、 ④ ユ ー ザ ー 企 業 と 取 引 先 の 新 し い 関 係 、
⑤ D X 訓 練 を 受 け た 人 的 資 源 の 育 成 と 確 保 、 ⑥ 持 続 可 能 な 循 環 型 経 済 社 会 の 構
築 、 な ど の 分 野 で 相 互 協 力 す る こ と が 課 題 と な る 。 日 欧 は 、 気 候 変 動 、 人 権 、
労 働 問 題 な ど の 地 球 規 模 の 課 題 に 取 り 組 む 正 論 を 国 際 社 会 で 主 張 し 続 け な が ら 、
持 続 可 能 で 公 正 な 競 争 環 境 の 構 築 に 向 け て 協 力 す る こ と に よ り 、 国 境 を 越 え る
デ ジ タ ル 規 範 と ル ー ル の 実 施 に よ っ て 共 通 利 益 を 確 保 で き る で あ ろ う 。

1  U r s u l a  v o n  d e r  L e y e n ( 2 0 1 9 ) , A  U n i o n  t h a t  s t r i v e s  f o r  m o r e  M y  a g e n d a  
f o r  E u r o p e , P o l i t i c a l  G u i d e l i n e s  f o r  t h e  N e x t  E u r o p e a n  C o m m i s s i o n  2 0 1 9 -
2 0 2 4 . A  E u r o p e  f i t  f o r  t h e  d i g i t a l  a g e ( p p . 1 3 - 1 4 ) .  3 1  J u l y, 2 0 2 1 . 閲 覧 。  
2  E u r o p e a n  C o m m i s s i o n ( 2 0 1 5 ) , C O M ( 2 0 1 5 )  1 9 2  f i n a l C O M M U N I C AT I O N  
F R O M  T H E  C O M M I S S I O N  T O  T H E  E U R O P E A N  PA R L I A M E N T,  T H E  
C O U N C I L ,  T H E  E U R O P E A N  E C O N O M I C  A N D  S O C I A L  C O M M I T T E E  A N D  
T H E  C O M M I T T E E  O F  T H E  R E G I O N S  ,  A  D i g i t a l  S i n g l e  M a r k e t  S t r a t e g y  
f o r  E u r o p e , S W D ( 2 0 1 5 )  1 0 0  f i n a l , 3 1  J u l y, 2 0 2 1 . 閲 覧 。  
3  h t t p : / / d a t a . e u r o p a . e u / e l i / r e g / 2 0 1 6 / 6 7 9 / o j , 7  J u l y, 2 0 2 1 閲 覧 。  
4  h t t p s : / / e c . e u r o p a . e u / d i g i t a l - s i n g l e - m a r k e t / e n / c o n t e n t / e u r o p e a n - d i g i t a l -
s t r a t e g y,   3 1  J u l y, 2 0 2 1 閲 覧 。  
5  h t t p s : / / c a n a l y s . c o m / n e w s r o o m / w o r l d w i d e - c l o u d - i n f r a s t r u c t u r e - s e r v i c e s -
Q 2 - 2 0 2 0 , 3 1  J u l y, 2 0 2 1 閲 覧 。  
6  福 田 耕 治 ( 2 0 2 1 ) 「 新 型 コ ロ ナ 危 機 と E U 統 合―感 染 制 御 と 経 済 復 興 の マ ル チ レ ベ ル ガ
バ ナ ン ス 」『 グ ロ ー バ ル ・ ガ バ ナ ン ス 』 グ ロ ー バ ル ・ ガ バ ナ ン ス 学 会 編 、 第 7 号 、 5 7
頁 。 E u r o p e a n  C o u n c i l ( 2 0 2 0 ) , E U C U  1 0 / 2 0 , B r u s s e l s , 2 1  J u l y, 2 0 2 0 閲 覧 。  
7  福 田 耕 治 ( 2 0 2 1 ) 「 E U の 戦 略 的 自 律 性 と 欧 州 ガ バ ナ ン ス 」『 欧 州 政 治 の リ ア ル 』
J F I R , W o r l d  R e v i e w , V o l . 4 , 2 0 2 1 年 6 月 、 1 1 0 頁 。  
8  同 上 、 1 0 4 - 1 1 3 頁 。  
9  h t t p s : / / w w w. g a i a - x . e u / 3 1  J u l y, 2 0 2 1 閲 覧 。  
1 0  h t t p s : / / h o r i z o n e u r o p e . i e / . 3 1  J u l y, 2 0 2 1 閲 覧 。  
1 1  h t t p s : / / d o i . o r g / 1 0 . 3 8 0 4 4 / 2 6 8 6 - 9 1 3 6 - 2 0 2 0 - 1 - 2 - 8 - 1 6 , J u l y  3 1 , 2 0 2 1 . p . 8 . 11 - 1
３ ． 3 1  J u l y, 2 0 2 1 閲 覧 。  
1 2  h t t p s : / / w w w 8 . c a o . g o . j p / c s t p / s o c i e t y 5 _ 0 / i n d e x . h t m l ,  J u l y  3 1 , 2 0 2 1 閲 覧 。  
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2021年 6 月 14 日 

EU の「インド太平洋戦略」と今後のポイント 

渡邊 啓貴 
帝京大学教授／GFJ有識者世話人／JFIR上席研究員 

ＥＵの「世界戦略」を担うインド太平洋戦略 
 この五月本年３月には２０１５年の『戦略防衛・安全保障レヴュー』を見直した『競争的
時代のグローバル・ブリテン、安全保障・防衛・開発・外交政策の統合レヴュー』を発表し
たが、その内容は偉大な英国の再現だ。ドイツも２０２０年９月に『インド・太平洋ガイド
ライン』を発表し、今夏フリゲート艦を東シナ海に派遣する予定だ。

「インド太平洋戦略」骨子を発表 
 ４月１６日ＥＵは「インド太平洋協力戦略（以下「戦略」）」の結論（骨子）を発表した（公
式のインド太平洋戦略は本年９月に発表予定）。「戦略」では、インド太平洋地域は、世界人
⼝の６０％を占め、世界の国内総⽣産（ＧＤＰ）の６０％、世界の経済成⻑の３分の２の請
負い、２０３０年までに予想される世界の中間層２４億人のうちその圧倒的大多数（９０％）
がインド太平洋地域の住人であると予測される今後世界でもっとも重要な地域だ。またこ
の地域は世界の海上貿易の６割の舞台であり、そのうち３分の１は南シナ海を通過する。そ
れだけに地域諸国だけでなく、欧州諸国にとってもこの地域の通商・海運航路は安全でなけ
ればならない。こうした戦略文書の見方は日本が提唱する「⾃由で開かれたインド太平洋」
戦略と符合する。 

 しかし現実にはこの地域では通商貿易・サプライチェーンは、不安定な政治・安全保障環
境の中にある。したがってＥＵにとって今後一層重要になる経済パートナー諸国の地域の
安全にどのようにしてコミットしていくのかということは喫緊の課題である。米中露の角
逐の場としてこの地域にヨーロッパ無関心ではいられないというのが本音だ。そこに欧州
のプレゼンスを確保したいというのは当然であり、この「戦略」はＥＵの世界戦略の一環だ。
そこにこの「戦略」の本質的意味が浮かび上がってくる。 

 しかもＥＵが指摘する「インド太平洋地域」とは、アフリカの東海岸から太平洋諸島諸国
までを包含する広範な地域を意味する。日本で議論されている東シナ海を中心としたコミ
ットだけではない。外交しばしば同床異夢だとしても、中国包囲網という立場だけからＥＵ
の戦略を位置づけるなら、日本外交の視野は狭く限定されてしまうことになる。むしろＥＵ
のインド太平洋への関心は広範で包括的なものだ。欧州から見るこの地域は権威主義的体
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制が分布する地域だ。したがって、ＥＵの関与は、⺠主主義、法の⽀配、人権などの価値規
範をめぐる関与も含んでいる。その協力関係は、グローバル・イシュー全般に及び、開発協
力・人道援助・気候変動・ ⽣物多様性・環境汚染・感染予防／保健衛⽣・人権や航⾏の⾃
由を含む国際法の順守など、この地域での秩序の安定と発展への全般的な関与戦略でもあ
る。それは日本の協力者であると同時に、平和的な「競争者」としての一面も潜在化させて
いる。 

広範な世界戦略としての戦略的⾃立 
 こうしたＥＵの新たなアジア政策の背景にはＥＵの「戦略的⾃立」という発想がある。２
００３年イラク戦争の年末に初めての戦略文書（『よりよい世界における安全なヨーロッパ
―ヨーロッパ安全保障戦略』、俗称『ソラナ戦略』）を採択したが、２０１６年には戦略ペー
パー「グローバル戦略」で「戦略的⾃立」を打ち出し、ＥＵ統一軍の試みとしての常設防衛
協力枠組み（ＰＥＳＣＯ）の発足にまで至っている（拙稿前掲Ｊａｎｅｔ ｅ－Ｗｏｒｌｄ 
（２０２１／０３／１７））。この「戦略的⾃立」は一般にＥＵの対外・安全保障政策の中で
論じられることが多い。たしかに米国の影響力の後退やトランプ政権の「アメリカファース
ト」による米欧関係の混乱の中で米国にこれ以上頼れないという気持ちが大きくなってい
るのは確かだ。２０１６年秋トランプ政権誕⽣直後に最初に欧州の⾃立を主張したのはほ
かならぬメルケル独首相だった。

 他方でそうした域外関係の⾃立の一方、戦略的⾃立とは欧州の指導者の間で域内統合推
進のための求心力を強化するための経済社会領域を含む包括的な統合推進の意味でもある。
戦略的⾃立には対外的意味だけではなく、域内協力の意味もあるのである。たとえば、ＥＵ
独⾃の財源としてのデジタル税・国境炭素税導入、次世代半導体⽣産世界シェア２０％・「エ
ッジコンピューティング」・ＩＴ専門家２０００万人養成などを含む「デジタルコーパス」、
ドルへの依存度を低下させるための最大３２５０億ユーロに上る「グリーンボンド（環境
債）」など経済・テクノロジーなどの戦略的分野における統合の目標はＥＵの⾃立を意味す
る。昨年１２月に合意した研究・イノベーション枠組みプログラム（Ｈｏｒｉｚｏｎ Ｅｕ
ｒｏｐｅ ２０２１－２７年）はそれを⽀える。とくに昨年から発足したフォンデアライエ
ン欧州委員会委員⻑の新たな体制では、「グリーンディール（温暖化防止と環境保護・関連
産業の育成）」と「デジタル・トランスフォーメーション」の二つの分野でのＥＵの競争力
強化と国際協力が試⾏されている。戦略的⾃立とは実際にはＥＵの広範な世界戦略と言っ
てよいのである。

 ボレル外交安全保障政策上級代表（ＥＵ外相）は三月末のＥＵ公式サイトで「今日の世界
は《二進法（二項対立・米ソ二極対立、筆者）》ではなく、《多極》なのだ」と言明し、欧州
は防衛上の「対米依存」からも、経済的に過剰な「対中依存」からも脱し、⾃立すべきだと
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主張した。トランプ大統領時代の関税戦争、パリ合意・イラン合意・ＩＮＦ条約からの離脱
など絶え間ない摩擦に懲り、バイデン政権になってもまだ対米不信をぬぐえず、他方で不安
定なアジアに対してきちんと対応していかねばならないというＥＵの独⾃の姿勢の模索で
ある。それは米中「Ｇ２」時代の欧州の「⽣き残り戦略」でもあるが、インド太平洋地域へ
の関与拡大の背景にある発想だ。 

「ＥＵユーラシア連結性」－－－鍵はＡＳＥＡＮとの協力 
ＥＵのアジアでの協力は広範かつ多岐に及ぶが、その大きなポイントはユーラシアから

インド太平洋地域に及ぶ多角的かつ多様な「コネクティビティ（連結性）」を特徴とする。
ＥＵの「ユーラシア」政策の中で中国が切り離されているわけではない。ＥＵは２０１８年
９月「欧州・アジア連結性戦略」を採択したが、そこでは、交通網の連結、共通の基準やイ
ンフラ整備を含むデジタルネットワークの連結、再⽣可能エネルギーを中心とするエネル
ギー網の連結、人的交流、二国間協力、多国間協力、国際協力を提唱し、国際機関と連携し
たインフラ投資を目標としている。そして同年翌月のＡＳＥＭ（アジア欧州会議）ではユン
カー欧州委員会委員⻑と李克強首相が中国の一帯一路構想とＥＵの欧州・アジア連結性戦
略が相乗効果を発揮できるようにすることで合意している。ＥＵは「コネクティヴィティ
（連結性）」と質的インフラ整備を重ねた観点も重要視し、ＥＵ・アジア・コネクティヴィ
ティ （接続性）戦略、「持続可能なコネクティヴィティと質的インフラに関する日ＥＵパー
トナーシップ」、インドとの「グリーン・エネルギー回廊」、「ＥＵ・ＡＳＥＡＮ包括的航空
輸送協定（ＣＡＴＡ）の交渉開始の合意（２０２０年１０月）」、「産業４．０協力」「超５Ｇ
対話」、文化・科学交流の活発化がある。米国中心のグローバル化による単一市場依存への
警戒を意味する。

 「戦略」実現パートナーとしてはＥＵは同じ地域統合を進めるＡＳＥＡＮとの多国間協力
に大きな期待がもたれている。ＥＵは多国間協力枠組みを基本とするためＡＳＥＡＮとの
パートナシップは受け入れやすい。ＡＳＥＡＮの中心国としての立ち位置（ｃｅｎｔｒａｌ
ｉｔｙ）を尊重する。アジア欧州会議（ＡＳＥＭ）の活性化はその有効な手段となるだろう。 

 「戦略」の中でも安全保障協力としては、ＡＲＦ（ＡＳＥＡＮ地域フォーラム）を重要視
する。４月２９日の第１２回ＡＲＦのＡＲＦ ＩＳ Ｍ（会期間会合）のひとつである海洋安
全保障ＩＳＭではＥＵ対外⾏動庁（ＥＥＡＳ）・ＥＵ海軍作戦「アトランタ」の担当者とヴ
ェトナム・オーストラリア外務官僚を含む１００名以上が参加、平和・安定・安全保障・ル
ールを基礎とする秩序について議論した。基本は国連海洋法（ＵＮＣＬＯＳ）にもとずく安
定秩序のために協力であるが、「海洋安全保障２０１８－２１」「ハノイ⾏動計画ＩＩ」（２
０２０－２５）実現のための協力、ＡＳＥＡＮ防衛閣僚会議プラス（ＡＤＭＭＰ）を通した
協力などが進められている。 
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 紙幅の関係で省略するが、経済分野での「環太平洋パートナーシップに関する包括的及び
先進的な協定（ＣＰＴＰＰ）」や「地域包括経済連携協定（ＲＣＥＰ）」の多国間枠組みでの
協力はもとより、先に挙げた「連結性」の諸分野での協力取り組みがインド太平洋戦略文書
にも含まれている。研究イノベーション協力としてのＨｏｒｉｚｏｎ Ｅｕｒｏｐｅや学⽣
交流のためのＥＲＡＳＭＵＳ＋の試みなど総合的な協力アプローチが掲げられている。「Ｅ
Ｕ－ＡＳＥＡＮ戦略パートナー 青書２０２１」には包括的な協力関係が示されている。こ
のように考えると、当面の安全保障面での欧州諸国との協力は不可欠であるとしても、日Ｅ
Ｕ間のインド太平洋地域での多国間協力の核心はもっと広範で多角的である。今後のイン
ド太平洋戦略の大きなポイントはＡＳＥＡＮとの関係にある。 
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フランスのインド太平洋戦略
渡邊 啓貴

JFIR上席研究員／GFJ有識者世話人／帝京大学教授

本邦初の日米仏の合同演習 
本年５⽉中旬に⽇⽶仏３カ国の陸上部隊による⽇本国内でのはじめての本格的な共同訓

練が霧島演習場(宮崎・鹿児島)と九州⻄⽅海空域、陸⾃相浦駐屯地（⻑崎県佐世保市）で実
施された。敵の手に落ちた離島奪還を目的とする合同演習だったが、それが中国の東シナ海、
とりわけ尖閣諸島の占拠を想定したものであったことは明白だ。 
今回のフランスの合同演習への参加は、フランス陸海軍合同の「ジャンヌダルク 2１」と

名打たれたインド太平洋ミッションの一環だ。ミストラル級強襲揚陸艦「トネール」(Mistral-
class LHD "Tonnerre") とラファイエット級フリゲート艦「スルクフ」( La Fayette-class 
frigate "Surcouf" )を擁する両用即応グループ(ARG)は地中海・紅海・インド洋・太平洋に展
開し、南シナ海を二度通過する。寄港地としてはエジプト・ジブチ・インド・インドネシア・
ヴェトナム・⽇本(二度寄港)・シンガポール・マレーシア・スリランカ・再びエジプトに寄
港する。仏ツーロン海軍基地を 2⽉ 18⽇に出航し、7⽉ 14 ⽇に帰航する予定。⽇本での演
習の前には、4⽉ 5 ⽇から 7⽇にかけてインド・⽇本・⽶国・豪合同軍による演習「ペルー
ズ La Pèrouse」をベンガル湾で実施(二回目の演習、初回は 2019 年空母シャルル・ドゴー
ルが参加、今回はインド海軍も参加)。
合同作戦訓練ミッション「ジャンヌダルク 2１」は、仏次世代海軍士官訓練、戦略的地域

における作戦能力展開、相互運用・地域協力を目的とする。ARG はインド洋で共同任務部
隊 (CTF150、Combine Task Forces150)を統合してインド・オーストラリア・⽇本・⽶国海
軍と大規模の海軍演習を実施し、共同両用即応演習を⽇⽶とも行った。LHD「トネール」
には第六軽機甲旅団兵士 第二外国歩兵連隊 第 13 外国人半旅団などの 155 人の兵士が乗
船する。 
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インド太平洋戦略
フランスは 2018 年 6 ⽉に『フランスとインド太平洋地域における安全保障』を発表、

2019 年 5 ⽉－6 ⽉にかけて軍需省(防衛省 MOD)による『インド・太平洋におけるフラン
スと安全保障』『インド・太平洋におけるフランスの防衛戦略』、さらに同年 6 ⽉には欧州・
外交問題相(外務省MEEA)よる『インド・太平洋におけるフランスの戦略《内包的(inclusive)
インド・太平洋を求めて》』というこの地域でのフランスの包括的な戦略を発表した。それ
までの「アジア戦略」からより射程地域を拡大した対応にシフトしてきたのである。
もともとフランスはニューカレドニアに海軍基地を持ち太平洋に大きな利害関心を持っ

ている欧州の国だ。フランスの理解ではインド・中国・東南アジア諸国・オーストラリアを
中心地域として、インド洋・太平洋・南洋にまたがる東アフリカ沿岸から⻄アメリカ沿岸ま
での広範な領域をさし、第一に陸海両軍の軍事防衛領域の意味を持つ。この領域には 160 万
人ものフランス国籍の居住者がおり、フランスの海外領土の排他的経済水域(EEZ)は 990 万
平⽅キロメーターに及び、世界で第二番目である。フランス政府はインド・太平洋における
「居住者パワー(resident )」と⾃称する。軍事安全保障上の関心の高さで言えば、英仏とも
にかつての植民地帝国であったことから歴史的因縁関係は深い。 
フランスはすでに 2013 年の段階で安倍政権の学術・官僚との接触を通してインド・太平

洋をめぐる議論を開始していたが、それが表立ってくるのは 2018 年になってからである。
同年 3 ⽉マクロン大統領がデリーを訪問し、モディ首相と「インド洋地域における仏印協
力共同戦略ヴィジョン」という声明を発表、同年 5 ⽉には同大統領は豪州を訪問し、両国を
結ぶ「インド・太平洋枢軸」という演説を行った。そして 8 ⽉恒例の大使会議でもマクロン
大統領はインド太平洋戦略について繰り返し述べ、その主要関係国として⽇本についても
言及した。これはすでに 2014 年にオランド前任大統領が来⽇した際に⽇本が欧州と初めて
の「2+2(外務・防衛閣僚定期会議)」の取り決めをフランスと締結したところまで遡る歴史
的経緯を意識してのことであった。 
その後 19 年 6 ⽉フローランス・パルリ防衛省はシンガポール・シャングリア会議でイン

ド・太平洋への実質的コミットについて発言、仏空母の派遣を表明した。同⽉⽇仏首脳会談
では、①航行の⾃由と海洋安全保障、②気候変動・環境・生物多様性、③質の高いインフラ
の 3本柱の協力について合意している。さらに同年 10 ⽉マクロン大統領はアフリカの仏海
外県レユニオン島でマダガスカル首相・インド外相を前にインド太平洋における地政学的
な観点からのフランスの関与とアフリカとの関係を強調した。 

フランスの真意
中国はこの三か国の演習に厳しく反応したが、近年南シナ海や東シナ海で挑発的な活動

を活発化される中国海軍を牽制するものであることは確かだ。しかし同時にフランスの一
連のこうしたインド太平洋地域へのコミットの拡大は決して中国に正面から対抗し、⽶中
対立の間でいずれの陣営につくかという形で⾃らが巻き込まれることを望まないことは、
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フランスによって再三表明されている。今後さまざまな面で世界の中心になっていくとみ
られるインド太平洋地域でフランスが拱手傍観の呈ではいられない。遠来の欧州の一パー
トナーにとどまるだけではいられない。そのプレゼンスを明確に示しておく必要がある。象
徴的意味からの示威活動が今回の「ジャンヌダルク 2１」の狙いの一つだ。
加えて、フランスのインド太平洋戦略はこうした軍事・防衛的意味合いと同時に、貿易・

環境・気候変動・生物多様性をはじめとする多様なグローバル・イシューをめぐる多国間協
力(マルチラテラル)による国際秩序構築の協力としてとらえられる。先に述べたようにイン
ドとの関係を重視していることも特徴だ。そうした中で「⽶中対立」のエスカレートはこう
したマルチラテラルな関係に罅を入れる好ましからざる事態とフランスはみなしており、
他⽅で中国との包括的戦略パートシップを強化し、協力関係も重視する i。 

2019 年 3 ⽉に空母シャルル・ドゴールを派遣したが、年に二回以上南シナ海に空母を派
遣の予定である。⽶国の FONOP とは違ってフランスの海軍艦船の派遣はより象徴的な性
格をもつ。また領土問題には関わらない。フランスのインド太平洋に向けた新たな海洋戦略
はいわば世界規模の戦略構想の模索と言ってもよいのではないか ii。 

i 軍需省のペーパーでは 最重要なパートナーとしては、インド・オーストラリア・USA・⽇本が挙げられ

ており、それに次いでマレーシア・ニュージーランド・シンガポール・インドネシア・ヴェトナムなどが挙

げられている。インドとはとくに特恵的な防衛関係、オーストラリアとは海・空・宇宙・サイバー防衛での

協力、⽇本とはインド太平洋での国際法・航行の⾃由などの保障のための主要パートナーとして関係を深

めたいというのは本音である。 
ii 2019 年 10 ⽉の先のレユニオン島でのマクロン大統領の演説では、南アフリカとの合同軍事演習

OXDE(2020 年 11 ⽉)を発表し、アフリカ大陸の安全への貢献、とくにジブチの防衛と保護に中心的役割

を果たす旨、強調した。フランスは 20 年 12 ⽉、それまでの対話パートナーから環インド洋地域協力連合

(IORA)への 23 番目の加盟国となった(1995 年設立 ⽶英独⽇中は対話パートナー)。加えて ASEAN 国防

相閣僚会議(ADMM+)、アジア海上保安機関⻑官級会議(Heads of Asian Coast Guard Agencies Meeting 

(HACGAM))への参加、アジア海賊対策地域協力協定（ReCAAP）との協力などに積極的だ。20 年から 2

年間フランスはインド洋海洋シンポジウム(IONS)議⻑国の役割も担っている。ASEM の再活性化・EU 

Connecting Europe and Asia Strategy ・ Strategic Partnership with ASEAN ・EAS 東アジア首脳会議への

参加など。 

16

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kaiyo/kaizoku_gai.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kaiyo/kaizoku_gai.html


ドイツのインド太平洋戦略 

  2021 年 5月 28 日 

  中村登志哉 
名古屋大学教授／GFJ 有識者メンバー 

はじめに 
 ドイツは 2020 年 9 月、「インド太平洋指針（Leitlinien zum Indo-Pazifik）」を閣議決定し
た。ドイツがこの種の戦略文書に「インド太平洋」概念を用いるのは初めてで、経済や安全
保障などの分野において、インド太平洋地域に対する強い関心を示した形である。欧州では、
英国、フランス両国が「インド太平洋」に対する軍事的関与を強め、フランスは 2018 年に
「インド太平洋戦略」を策定し、同地域の海外領土を持つ「インド太平洋パワー」として関
与を強めており、ドイツの指針採択はそれに続くものである。ドイツは近年、対アジア外交
の主眼を中国に置き、今やドイツの最大貿易相手国である。このため、緊密な対中関係との
間で、「インド太平洋」概念との距離感を慎重に検討してきた経緯がある。同指針は、「21世
紀の国際秩序を形成するかぎとなる」インド太平洋地域との関係強化を目指すことを鮮明
にしている。この指針に従い、ドイツは 2021 年 4月、日本との間で外務・防衛閣僚会合（２
プラス２）を開催し、フリゲート艦を同地域に派遣、日本とも共同訓練を実施する方向で調
整中である。 
 ドイツは「インド太平洋指針」により、どのようなインド太平洋外交を展開するのか。そ
れは、ドイツがこれまでの緊密な対中関係との間でどのような間合いが取られるのか。上記
の問題意識を念頭に、同指針を分析することにより、ドイツが目指すインド太平洋政策の概
要や方向性、日本との関係を検討したい。 

１．ドイツの「インド太平洋指針」 
 ドイツ政府の「インド太平洋指針」は同国外務省によって起草され、2020 年 9 月に閣議
決定された。作成責任者は、メルケル （Angela Merkel）政権で連立与党の社会民主党（SPD）
のマース（Heiko Maas）外相である。「ドイツ－欧州－アジア：21 世紀をともに形作る」の
副題がついており、全 68頁である。冒頭の「要約」に続き、「政策分野」「インド太平洋地
域におけるドイツのネットワーク」の部分で構成される。 
「政策分野」には次の７項目があり、「多国間主義の強化」「気候変動と環境保護」「平和・

安全保障・安定の強化」「人権尊重と法の支配の促進」「ルールに基づく公正で持続可能な自
由貿易の強化」「地域と市場のルールに基づくネットワークとデジタルトランスフォーメー
ション」「文化・教育・科学を通した人々の結束」で構成される。同様に、「インド太平洋地
域におけるドイツのネットワーク」には５項目あり、「インド太平洋におけるドイツ在外公
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館」「経済」「ドイツの２国間開発協力」「文化・教育」「学術」である。これらの項目から明
らかなように、同指針は外交・安全保障、気候変動・環境保護、人権、経済関係、文化・教
育など多岐にわたる分野を視野に入れており、21 世紀の成長センターであるインド太平洋
地域の秩序形成に積極的に関与することを鮮明にしたと言える。 

（1）策定の背景
同指針は策定に至った問題意識として、国際政治経済のバランスは経済成長著しいイン

ド太平洋地域にますますシフトし、21 世紀の国際秩序を形成するかぎとなるとの認識を示
す。同地域に関する定義は国や地域で異なっているが、同指針では「インド洋と太平洋に特
徴づけられている地域全体をインド太平洋と定義」し、「グローバルなバリューチェーン（価
値連鎖）が結びついている地域である」と述べ、関心の源泉が経済的側面にあることを示唆
する。「この地域には若くて教育を受けた人口が多く、米国、中国、日本の 3 大経済大国が
太平洋沿岸に面し、インドも数年後に第 4の経済大国になる可能性がある。しかし、同地域
には制度的、規範的に空白の部分がある」との認識から、ルールに基づく国際秩序の形成を
支持する貿易立国のドイツとして、この地域の形成と成長のダイナミクスに関与するとと
もに、地域構造の中にグローバルな規範が順守されることに関心があるとの立場を示して
いる。言い換えれば、インド太平洋地域のルールに基づく秩序形成の促進に関与しつつ、そ
の経済成長を取り込むことを目指し、「将来の欧州連合（EU）全体の戦略に貢献すること」
が目的であるというのである。 
さらには、日本、米国、オーストラリア、インドの 44 カ国による「日米豪印協力」（クア

ッド）が発展して地域安全保障に重要な役割を果たすようになり、とりわけ EU をともに率
いるフランスのほか、東南アジア諸国連合（ASEAN）などもインド太平洋という地域概念
を政策対応に使用する国や地域が増えていることも背景にあるとしている。 

（2） 外交・安全保障
同指針はまず、インド太平洋地域の国々の多くは国内の安定性を維持しているが、地域の

パワーバランスの変化等により、南シナ海を含む潜在的紛争要因が存在し、同地域の武器取
引も増加しており、制度的、規範的な空白もあり、ルールに基づく地域秩序形成に関与する
ことに貢献するとの立場を示す。その上で、同地域の多くの国々が中国を貿易相手国としつ
つ、領土紛争などの火種を抱えているとの認識に立ち、ルールに基づく国際秩序の形成を提
唱してきたドイツとして、この地域で最も影響力のある地域機構である ASEAN と EU との
対話を強化し、「戦略的パートナー」に発展させることを目指すとする。具体的には、ASEAN
の安全保障政策対話（フォーラム）への EU の関与を強化し、具体的なプロジェクトにより
その強化を支援するほか、ASEAN 加盟国のほかに日本、米国、オーストラリア、インド、
中国、ロシア、ニュージーランド、韓国の８カ国を含む拡大 ASEAN 国防相会議（ADMM+）
にオブザーバー参加する資格を求めていくとしている。また、アジアと欧州の計 51 カ国と
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ASEAN、EU の国際機関が参加する「アジア欧州会議」（ASEM）を現在の戦略的課題に関
する意見交換と建設的対話の場として活用するほか、大洋州諸国 6 か国と 2 地域で構成す
る「太平洋諸島フォーラム」（PIF）の対話パートナーとして高官派遣とプロジェクト推進、
タイなど４カ国で構成する水資源の国際機関「メコン川委員会」（MRC）の戦略計画 2021-
2025の実施支援など、包括的で多岐にわたる取り組みが盛り込まれている。

（3） 海洋安全保障
これらの取り組みを始める目的は何か。同指針の「関心事項」にある「海運ルートの開放」

「開かれた市場と自由貿易」にある説明によれば、世界の対外貿易の 90％以上は海上で行
われ、その大部分はインド洋と太平洋を経由し、世界の海上貿易の最大 25％がマラッカ海
峡を通過する。1 日に 2000 隻以上の船舶が同海峡を通ってインド洋と南シナ海を往来する。
これらの海上貿易ルートや欧州との間のサプライチェーンに障害が生じれば、欧州の繁栄
や供給に深刻な影響を及ぼしかねないとの認識を示す。ドイツの物品貿易における南アジ
ア、東南アジア、東アジア、オーストラリア、ニュージーランドの国々のシェアは過去数十
年間で着実に上昇し、現在では 20％以上、4,200億ユーロ弱に達する（2019 年）。また、ド
イツの輸出はこの数年間、世界全体で 3%程度伸び、同地域への輸出も年間平均 7%のペー
スで拡大している。直接投資も長年にわたり、対外投資総額に比べて著しく増加し、何百万
もの雇用がこれらの貿易・投資関係に依存しているため、この地域の開かれた市場に重大な
関心を持たざるを得ないとする。ドイツ政府はルールに基づく自由貿易が双方の繁栄を促
進すると確信し、WTO を中心とした多国間貿易システムを強化する努力、そしてインド太
平洋地域における包括的で持続可能な自由貿易協定を EU が締結することを支持する立場
である。
上述のように、インド太平洋地域への関心の背景には、ドイツの対外貿易における同地域

のシェアが上昇し、ドイツにとっての重要性が高まっているという現実を踏まえ、その海運
ルートの安全確保という海洋安全保障の観点がある。同指針はまた、中国が人工島を建設し、
軍事拠点化を進める南シナ海に関連して、ドイツ政府が南シナ海に関する中国と ASEAN加
盟国との間の実質的で法的拘束力のある「行動規範」（COC）の策定を支持し、第三国も関
与した、紛争の平和的解決の仕組みと資源の共用に関するルールを盛り込むことに関心を
寄せる。ドイツは現在も 2008 年から EU の共通安全保障防衛政策（CSDP）に基づくソマ
リア沖の「アタランタ作戦」（ソマリア EU 海軍部隊）に参加し、主に共同訓練と海賊行為
への対抗措置を任務として日本や韓国、インドネシア、インドと協力している。同指針に盛
り込まれた取り組みは、海上貿易航路の安全確保という海洋安全保障活動の一層の強化と
いえる。
クランプカレンバウアー（Annegret Kramp-Karrenbauer）国防相は 2019 年 12 月開催の同

指針に関わるオンライン・セミナー（防衛研究所、コンラート・アデナウアー財団共催）で、
インド太平洋で自由な海上交通路を守ることは欧州に直結する問題であり、日本やオース
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トラリア、インド太平洋諸国との連帯を示すため、連邦軍のフリゲート艦１隻を同地域に派
遣する方針を示し、出席した岸信夫防衛相も歓迎する姿勢を示した。同地域や海域には、英
国が空母クイーン・エリザベスを 2021 年春にも派遣予定のほか、フランスは既にオースト
ラリア、インドと同海域での連携を強化しており、これにより同地域・海域に英仏独の欧州
主要国がプレゼンスを揃えることになる。

(4) 連結性（コネクティビティ）
海洋安全保障とともに、ドイツ政府が同指針で着目しているのが、インド太平洋地域の連

結性（コネクティビティ）である。その礎になるのが、EU 理事会が 2018 年 10 月に採択し
た「欧州とアジアの連結―EU 戦略の基礎的要素（Connecting Europe and Asia - Building blocks 

for an EU Strategy）」と題する連結性に関する戦略である。この戦略に沿って連結性の改善強
化を進めるのがドイツの立場とする。 
同戦略によれば、EU が欧州とインド太平洋地域の連結性を改善し、持続可能性や透明性、

平等の原則に則って行動するパートナーになり、輸送網の改善を通じて地域内部の連結性
を強化することを目指す。欧州の連結性とは、持続可能性、包括的、ルールに基づく連結性
であり、市場の効率と財政的な実現可能性を確保し、気候変動や環境破壊に対応することを
意味する。そのために、高水準の透明性と良いガバナンスが必要であるとする。包括的な連
結性は、陸海空の交通網、インターネットや衛星によるデジタル通信網、LNG、電力網、再
生可能エネルギーの効率化に至るエネルギーのネットワークを含む。上述の連結性のほか、
人的交流、二国間・多国間協力、国際協力を打ち出し、国際機関と連携したインフラ投資を
目指す。上述のように、市場の効率性や透明性、国際ルールの遵守を謳う欧州のアジア戦略
は、近年指摘されることが多い「債務の罠」の懸念がある中国の「一帯一路」（BRI）のよう
な戦略と対照的であり、その違いをアピールする。 
 興味深いのは、EU のモゲリーニ（Federica Mogherini）外交・安全保障上級代表が同年 10
月 16 日付「台北タイムズ」に“Connecting Asia-Pacific and Europe”と題する論説を寄稿した
ことである。論説によれば、モゲリーニは欧州とアジアの連結性強化に取り組む中で、それ
は台湾との強化も含まれると強調する。台湾との関係では、EU 加盟国と台湾を結ぶ航空便
が近年増加した結果、2013 年から 2017 年の４年間に台湾からの訪問者は４倍に達し、EU
加盟国で学ぶ台湾の留学生も 15.6%増え、双方の交流は急速に強化されたとみる。こうした
協調と透明性のあるルールに基づく持続可能な連結性はアジア、欧州双方にとって有益で
あり、今後発展させていきたいと欧州側の意気込みを台湾市民にアピールするのである。中
国が高度な科学技術を持つ欧州の企業を相次いで買収したため、欧州で急速に警戒感が広
がる一方、民主主義と市場経済、人権などの価値を共有する台湾との交流強化は欧州側にと
って利益であり、台湾の孤立を回避し、中国への牽制にもなるという認識があるとみられる。 
 連結性の重要性は 2014 年の第 10 回 ASEM 首脳会合以来、経済的繁栄と持続可能な開
発、ヒト、モノ、投資、エネルギー、情報、知識の自由で滞りのない移動、制度的なつなが
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りを促進する上で強調されてきた。ドイツとしてはこの枠組みに沿って、連結性の強化を一
層加速し、アジアの成長を取り込む狙いだろう。EU が掲げるルールに基づくインフラ開発
などの原則は日本も共有できるものである。日本側も「自由で開かれたインド太平洋（FOIP）」
との関連で、同地域の連結性を重視し、ハード面のインフラ整備だけでなく、入管・税関手
続きを含むソフト面の連結性強化を意識し、システム構築や人材育成などに取り組んでき
た実績があり、アジアの連結性をめぐる日欧協力の余地はあろう。 
 上述のように、多国間主義に基づく ASEAN 諸国、日本、インド、オーストラリア等との
関係強化、インド太平洋地域・海域における海洋安全保障への関与、連結性の強化を含む多
分野にわたる包括的な観点から、同地域における秩序形成と関係強化に取り組み、プレゼン
スを強化するというドイツの戦略が浮き彫りになったと言えるだろう。

２．対中関係との相克 
 英国、フランスに続いて、ドイツが相次いでインド太平洋戦略を本格化させた背景には、
中国が欧州にかけて推進する「一帯一路」構想の存在が大きい。中国からユーラシア大陸を
経由して欧州につながる陸路の「シルクロード経済ベルト」（一帯）と、中国沿岸部から東
南アジア、南アジア、アラビア半島、アフリカ東岸を結ぶ海路の「21 世紀海上シルクロー
ド」（一路）の二つの地域で、インフラ整備、貿易促進、資金の往来を促進する計画である。
この計画は中国の台頭という文脈において、「連結性の地政学」として議論され、EU や日
本、オーストラリア、インドなどインド太平洋諸国が独自の戦略が必要として、地政学的な
検討を開始する誘因となった。ドイツ国際安全保障問題研究所（SWP）のゴーデハルト 
（Nadine Godehardt）研究員らは、「一帯一路」構想という「中国の連結性政策、連結性を政
治利用しようとする中国の姿勢により、EU や日本、その他の国々が独自の戦略を描こうと、
古典的な地政学の教科書にあるような検討に入った。地域主義に関わる日中両国の考え方
の相違、第３国における経済的影響力の欧州と中国の競争、インド太平洋という政治的概念
の登場はそれらの結果」と分析する。そして、「インド太平洋」概念は、中国にとっては米
国主導の封じ込め戦略と考えられるが、学術的には「一帯一路」に対する同地域からの反応
の一つであると考えられるという。 
 「連結性」に関連して、現代世界に重要な意味を持つのは、交通網、通信網、エネルギー
網、高速インターネット、パイプラインなどのインフラ整備による国家の枠組みを超えた
「接続性」（connectography）だと主張するのは、著書『接続性の地政学』で知られる戦略顧
問会社「FutureMap」代表のカンナ（Parag Khanna）である。インド出身で、英国と米国で教
育を受けた国際政治学者のカンナは、重要なのは地理学（ジオグラフィ）ではなく「接続性
（コネクトグラフィ）」だと強調し、世界で今起きているのは市場アクセスをめぐる競争で
あり、とりわけ東南アジアのインフラ整備をめぐる世界的な競争であるとみる。
上述の「連結性」や「接続性」に関わる研究成果を踏まえ、「インド太平洋指針」を見た

とき、ドイツ政府は、とりわけメルケル政権以降、経済を中心に緊密な関係を構築してきた
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中国との関係をどのように位置づけるのだろうか。日米豪印の「クアッド」や東南アジア諸
国にとって、同指針に基づく政策が果たして建設的な役割を果たすものになるかを判断す
るためには、その点を慎重に見極める必要があろう。 
 そこで、同指針がまとめられるにあたって、どのような分析がドイツ国内でなされて、指
針の内容に反映されていったのかを見てみよう。ドイツでは近年、学界を中心に「インド太
平洋」に関して盛んに議論され、数多くの論文も発表されてきた。なかでも、同指針の採択
直前に発表され、インド太平洋と対中関係の観点から詳細に分析し、ドイツ政府と連邦議会
への政策提言もある SWP の「アジア太平洋からインド太平洋へ―意義、履行と課題」（Vom 

Asien-Pazifik zum Indo-Pazifik: Bedeutung, Umsetzung und Herausforderung）は、同研究所が連邦
政府や連邦議会などへの助言をミッションにしており、同指針に影響を与えた可能性が高
い論考の一つである。SWP のハイドゥク（Felix Heiduk）とヴァッカー（Gudrun Wacker）に
よるこの論考を手掛かりとして、ドイツが同指針をとりわけ対中関係との関係をどう考え
たのかを検討したい。 

（1）「インド太平洋」概念に関する中国の認識 

 ドイツは 1990 年の統一後、旧東ドイツ地域の旧西ドイツ地域との経済統合や社会資本整
備などのために多額の財政支出を迫られ、とりわけ競争力に乏しい旧東ドイツの国営企業
が相次いで倒産し、1990 年代後半から 2005 年にかけて旧東ドイツ地域の失業率が 14-18％
（連邦経済・エネルギー省）と高まり、1990 年代は「欧州の病人」とも呼ばれる景気低迷に
陥った。その後、2008 年の国際金融危機や 2010年のユーロ危機を克服し、ドイツ経済を軌
道に乗せ、欧州で一人勝ちと言われるほどの回復を見せた背景には、メルケル首相が就任後、
ほぼ毎年、計 12 回の訪中を繰り返し、緊密な経済関係を築き上げたことが大きい。いまや
中国はドイツにとって最大の輸入相手国、米国に次ぐ２番目の輸出相手国であり、5年連続
で最大の貿易相手国（いずれも 2020 年、ドイツ連邦統計局）である。ドイツ経済に占める
対中依存度は大きい。 

他方、ドイツが中国に対する認識を変える契機になったのは、先端技術を持つ産業ロボッ
トメーカーの「クーカ(KUKA)」を中国側が 2016 年に買収したことである。中国側がドイ
ツ企業の買収により、高度な産業技術を手に入れようとしており、安全保障上の脅威になり
かねないという見方が徐々に広がった。中国に対して、ドイツだけでなく欧州諸国で、軍事
転用が可能な高度の技術が狙われており、安全保障上の懸念があるとの見方が広がってい
った。中国との経済関係を発展させながら、安全保障上の懸念をどう払拭していけばよいの
かが課題として浮上したのである。さらに、新型コロナウイルスへの初期対応をめぐり、中
国政府が情報を隠蔽したため、ドイツを含む世界への感染拡大をもたらし、莫大な被害をも
たらしたとする見方が強まり、対中感情はさらに悪化した。米調査機関ピュー・リサーチセ
ンターが 2020 年 10 月に発表した日米欧など 14 カ国を対象とする世論調査結果によれば、
新型コロナウイルスへの対応や強硬な外交姿勢を理由に、中国に好感を持たないと回答し
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た市民は 70％を超え、ドイツでも 71%と対中感情が急速に悪化したことを示した。 
 ヴァッカーらの分析によれば、中国政府当局者は「アジア太平洋」という表現を使用し、
王毅外相が「インド太平洋」概念を「二つの海に浮かぶ泡のように短命だ」と表現したこと
に象徴されるように、「インド太平洋」概念に距離を置いているのは明らかだとみる。その
上で中国側は、インド太平洋構想の最大の弱点は、信頼できる経済的な側面がいまだないこ
とであり、「一帯一路」を含む中国の貿易や投資の魅力には太刀打ちできないと自信を深め
ているはずだと分析する。とりわけ米国のインド太平洋戦略（FOIP）は主に安全保障に重
きを置いているため、関係主要国の経済的利益が食い違っており、先に紹介した王外相の言
葉にあるように、中国側は構想の長期的実行可能性に懐疑的な立場とみる。他方、「一帯一
路」など中国側の競争相手になるとすれば、TPP など、米国と関係国との間による共同イ
ンフラ整備だろうとみているという。
中国の専門家の中には、米国のインド太平洋戦略の成否のかぎを握るのは中国自身であ

り、もしも近隣諸国との関係が悪化すれば、対中同盟を誘発する可能性があるという見方も
ある。このため、中国が取るべき対応として、「クアッド」の分断を図るほか、ASEAN を中
心とする組織（ASEAN+3、ASEAN10+1、EAS、ARF）に対する中国の関与を高め、「地域
的な包括的経済連携（RCEP）協定」をはじめとして相互依存関係を強化し、中国経済を積
極的に開放することが必要であると指摘する。実際、日本とは 2018 年の李克強首相による
訪日と安倍晋三首相の訪中、インドとは 2018 年と 2019 年の習近平国家主席とモディ
（Narendra Modi）首相による非公式首脳会談が開催され、これらは中国側による「クアッ
ド」分断の試みの一環であるという。 
こうした状況認識から、中国の主な狙いは、米国との本格的な軍事・経済対立の潜在的危

険を避けることであり、そのために、米国主導の対中包囲網の出現を防ぐため、地域諸国と
の関係を慎重に調整することであると分析する。 

（2）ドイツ・欧州の立ち位置
上述の認識に立って、ドイツと EU としては、どのような「インド太平洋」戦略を描くべ

きであると考えたのか。ドイツの動きを見る前に、欧州諸国がどのような対応をとったのか
をまず見ておこう。 
ドイツがインド太平洋指針を検討していた時点で、欧州でインド太平洋戦略をまとめて

いたのはフランスだけだった。フランス国防省は 2014 年以降、「フランスとアジア太平洋
の安全保障（France and Security in the Asia-Pacific）」と題する文書を刊行してきたが、こ
れを更新する形で 2018 年に「フランスとインド太平洋の安全保障（France and Security in 
the Indo-Pacific）」を刊行した。この中で、フランスはインド太平洋地域に約 47 万平方キ
ロの海外領土を持ち、さらには世界第２位の規模を誇る排他的経済水域（EEZ）約 900 平方
キロメートル、海外領土と同地域の諸国に計約 180 万人の市民が生活する地域のパワーと
してその権益を守り、地域秩序安定のため、パートナーである「インド、オーストラリア、
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米国、日本、そしてマレーシア、シンガポール、ニュージーランド、インドネシア、ベトナ
ムとともに貢献する」と述べている。日本とは河野太郎外相が 2017 年 9 月、ルドリアン
（Jean-Yves Le Drian）外相との会談で、フランス海軍艦隊訪日や共同訓練をはじめとするイ
ンド太平洋地域における安全保障協力を高く評価し、2014 年に始まった外務・防衛閣僚会
合（2 プラス 2）を通じて両国間の安全保障協力をさらに進展させていく方針を確認してい
る。今後、日米豪印４カ国の「クアッド」の共同訓練のほか、2021 年 5 月の離島防衛・奪
還を想定した日仏米の訓練も予定されており、目覚ましい進展を遂げている。グローバルな
戦力投射能力を持つフランスの面目躍如である。
英国も 2017 年 9 月のジョンソン （Boris Johnson）外相と河野外相との会談で、インド太

平洋地域における安全保障協力を進める方針を確認し、翌 2018 年 12 月には本州南方の太
平洋沖で、ヘリコプター搭載型護衛艦「いずも」、米海軍の潜水艦や哨戒機、英海軍のフリ
ゲート艦「アーガイル」が参加した日米英 3 カ国による共同訓練を実施するなど、日英両国
の安全保障協力も着実に進展している。英国は特に香港情勢に関連して、中国が「一国二制
度」を事実上反故にし、民主派の弾圧に踏み切ったことに不信感を深め、南シナ海などで海
洋進出の動きにも海洋安全保障の観点から、同地域に関心を急速に強めている。こうした経
緯を踏まえ、日英両国は 2021 年２月にテレビ会議形式で開催した外務・防衛閣僚会合で、
英国が空母「クイーン・エリザベス」及び空母打撃群を 2021 年中に東アジア地域へ派遣し、
日英防衛協力を強化することを盛り込んだ共同声明を発表するに至った。さらには、米国防
総省は、東アジアに派遣される「クイーン・エリザベス」を中心とする空母打撃群に米海軍
と海兵隊が参加すると発表した。米英両政府の共同声明によれば、米ミサイル駆逐艦「ザ・
サリバンズ」が空母打撃群に参加し、米海兵隊が最新鋭ステルス戦闘機Ｆ35Ｂを空母艦載機
として運用する計画である。ここにみてきたように、日米両国とフランス、英国との安全保
障協力は実践的な共同訓練などの形で着実に進展し、その先にオーストラリアとインドを
加えた「クアッド」との連携が視野に入っている。
欧州の大国であるフランスと英国がインド太平洋への関与を相次いで強める状況下で、

ドイツと EU の政策の選択肢として、どのようなものがあるだろうか。ヴァッカーらはま
ず、EU として「インド太平洋」の用語を使用するか、使用するとすればどのような定義で
使用するかを検討する必要があるとし、貿易やエネルギー、投資など経済的な側面から見た
場合、欧州にとっては「アジア太平洋」よりも、インド洋の重要性が高まっていることを考
えれば「インド太平洋」のほうが現実をより正確に反映するとみる。そして、EU としてイ
ンド太平洋戦略に中国を含めるのか、除外するのかを検討した上で、インド太平洋戦略に
「等距離（Äquidistanz）」「連携（Alignment）」「独自（Autonomie）」という３つのオプション
を想定し、それぞれのシミュレーションを検討している。

a．「等距離」 
ドイツを含む欧州が意識的に「アジア太平洋」という用語を使い、「インド太平洋」とい
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う言葉や概念を使わないという選択。これにより EU は、「インド太平洋」の使用を控えて
きた韓国やカナダなどと協力でき、少なくとも概念的には、米中対立の中でいずれかの立場
をとることを避けることができる。EU はある種の「等距離」を維持し、「自由で開かれたイ
ンド太平洋」と「一帯一路」との両方による相乗（シナジー）効果を得ることができる可能
性がある。他方、この選択肢のデメリットは、米国と中国の狭間で戦略を立て続けなければ
ならず、欧州独自の政治的・経済的能力や戦略的自立性を失う可能性もある。その結果、イ
ンド太平洋に対する EU の貢献はほとんどないままになりかねない。
b. 「連携」（フランス主導）
これは、「インド太平洋」に関する既存の解釈の一つを採用し、取り入れることである。

ドイツや欧州の観点からみれば、フランスの概念に従うことは明白な選択肢であり、次の３
つの利点もある。第一に「独仏」協力が機能していると誇示でき、第二に、国家安全保障戦
略を「欧州化」することにより、新たな構想をまとめる必要性をなくすことでコストを下げ
ることができ、第三に、少なくとも基本的な陸上の軍事能力は当初、フランスに頼ることが
できる、の３点である。フランスのアプローチが欧州で共有されることにより、欧州のプレ
ゼンスはインド太平洋地域において一層可視化され、影響力を持つ可能性がある。デメリッ
トの一つは、フランスの海外権益を重視する概念を採用することにより、フランス以外の欧
州市民にとって納得しにくいものになる可能性があることである。第二に、フランスが安全
保障分野に焦点を当てがちであるのに対し、他の多くの重要な政策分野に十分に対応でき
ない可能性があるということである。第三に、「インド太平洋」という用語の使用を、中国
が米国主導の対中封じ込め戦略への参加と解釈する可能性があることである。
c.「独自」
欧州が「インド太平洋」の独自の理解を、その規範と価値観に基づいて定義し示すことで

ある。例えば、アジアにおける連結性に関する EU 戦略文書は、地域におけるインフラ整備
の取り組みを強化する枠組みを提示しており、独自のインド太平洋概念は、欧州が EU 独自
の貢献をできるという意味でメリットがある。2019 年 9 月にブリュッセルで開催された「欧
州連結性フォーラム」において、安倍晋三首相とユンケル（Jean-Claude Juncker）欧州委員
長が署名した「持続可能な連結性及び質の高いインフラに関する日 EU パートナーシップ」
は、同地域におけるインフラ整備の基盤となり得る。第二に、この概念がすべての加盟国に
支持されれば、EU は世界に一貫性を示すこともできる。デメリットとしては、欧州内の交
渉過程で発生する調整コストが発生し、インド太平洋の用語を使用することは、米国主導の
対中封じ込め戦略に参加すると中国側が受け止める懸念がある。第二に、ドイツが同地域内
では限定的な外交力しか持たず、軍事基盤も持たないことを考えれば、ドイツだけでインド
太平洋構想を描く意味は乏しく、フランスのアプローチに対抗するものと受け止められ、欧
州が政治的に分断されたアクターであるとの認識を強める懸念もある。第三に、独仏両国が
別々の戦略をとれば、欧州の各種の共通政策を間接的に弱体化させる影響を与える可能性
もある。 
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上記３つのいずれを選択するかはむろん重要だが、まず同地域における欧州の経済、安全
保障、規範各面の利益を定義し、ルールに基づく秩序形成をはじめとする、これらの利益を
守り発展させていくために必要不可欠な資源を、欧州側が手当できる目途を立てられて初
めて、同地域だけでなく中国との関係においても信頼を勝ち取ることができよう。 
ドイツ政府が「インド太平洋指針」を発表したことは、先の３オプションのうち「等距離」

はなくなり、「連携」と「独自」の可能性を残したことを意味する。そして、ドイツがフリ
ゲート艦を派遣し、フランスの海外領土における補給のほか、日本にも寄港するとみられる
ことから、軍事的にはフランスとの協調が前提となる見込みで、どちらかといえば「連携」
のオプションに従って動いていく可能性が高くなっている。ドイツがインド太平洋指針を
発表した後の 2020 年 11 月に、オランダもインド太平洋指針をまとめて発表したことも、
欧州諸国が安全保障分野においてはフランスのリーダーシップに委ねつつ、インド太平洋
諸国との連結性強化に動いていることを裏付ける。 

３．小括 
これまで見てきたように、インド太平洋地域に海外領土を持ち市民が居住するフランス

を例外として、ドイツをはじめとする欧州諸国の多くや EU の関係機関は現在、インド太平
洋戦略をまとめる途上にあり、最近まで関心が高かったとは言えない。このため、インド太
平洋戦略に関わる欧州諸国のコンセンサスはまだほとんどないと言って過言ではない。他
方、中国の「一帯一路」構想については、欧州諸国が構想の主要目標であったため、EU や
欧州諸国で集中的に議論されてきた実績がある。言い換えれば、中国は「一帯一路」構想で
欧州諸国の関心を引き付ける一方、南シナ海で密かに人工島の建設を開始し軍事拠点化し
た。これに対し、東南アジア諸国や日本、オーストラリアなどが安全保障上の懸念を表明し
ても、欧州諸国の反応は鈍く、国際世論の分断という意味では、中国側が一定の成功を収め
た。同地域における権益が脅かされる可能性を懸念したフランスがいち早く反応し、インド
太平洋戦略に動いたと言える。 
しかし、欧州の貿易や経済利益の観点から考えた場合、同地域における中国の一方的な行

動によって莫大な損害や障害を受ける可能性があり、ひいては国際秩序への深刻な影響を
もたらし、特にドイツについては、インド太平洋への関わりを強化する以外の選択肢はない、
とブルースター（David Brewster、 オーストラリア国立大学）とモハン（C. Raja Mohan, シ
ンガポール国立大学）は「インド太平洋におけるドイツ」で結論づけている。フランス、英
国の欧州主要国がインド太平洋地域の秩序形成への関与を強める中、現状では、中国との貿
易規模にははるかに及ばないものの、今後の成長が見込まれるインドをはじめとするイン
ド太平洋諸国との連結性の強化を念頭に、ドイツとして関与を強化しない選択は事実上、取
りえなかったと言える。
だからといって、ドイツが中国との緊密な関係を見直すとまで考えるのは早計であろう。

上述のように、ドイツにとって中国は 5 年連続で最大の貿易相手国であり、対中依存度も
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大きく、緊密な経済関係を築き上げている。見てきた通り、ドイツのインド太平洋指針はイ
ンド太平洋地域と欧州との連結性を強化し、欧州との貿易ルートである海洋安全保障の観
点から同地域への関与を強化することにより欧州の利益を守り発展させていくことが主眼
であって、中国との関係を根底から見直すことを必ずしも前提としているわけではないこ
とに留意する必要がある。それを裏付けるように、ドイツが EU 議長国としての任期切れを
迎える直前の 2020 年 12 月 30 日、EU は中国との間で「包括的投資協定」（EU-China

Comprehensive Agreement on Investment: CAI）に基本合意した。米国のバイデン（Joseph Biden）
次期政権の幹部からも、中国との投資協定を急がないよう、異例の関心表明があったにもか
かわらず、2014 年から続く同協定の協議を基本合意に持ち込むよう、メルケル首相が議長
国の立場で働きかけたと言われる。日独外務・防衛閣僚会合前日の 2021 年 4 月 12 日付経
済紙「ハンデルスブラット」などへの寄稿で、マース外相も「中国は主要な経済パートナー
であり続ける」と対中経済関係の見直しは前提にないことを明言している。このように、対
中封じ込め戦略への参加と受け止められないよう慎重に検討した形跡がある。
他方、欧州レベルでは、欧州議会が 2021 年 5月 20 日、「包括的投資協定」について、批

准に向けた審議を停止する決議を可決し、早期発効は事実上困難になった。少数民族ウイグ
ル族の人権問題に関する EU の対中制裁に中国が報復措置をとったことに反発したもので、
主導したメルケル首相は面目を失った形である。
北大西洋条約機構(NATO)の枠組みによる米軍などへの支援活動は別として、ドイツが今

後、同地域で厳しい局面に立たされるとすれば、中国の一方的な行動により、フランスが同
地域における権益を脅かされたと受け止めた時であろう。フランスは先述の通り、同地域に
約 180 万人の市民が居住し、世界第２位の EEZ を誇る。フランスは 2014 年以降、ルール
に基づく海上秩序を守る一環として、海軍艦船が南シナ海を定期的に航行している。2016
年には、ルドリアン（Jean-Yves Le Drian）国防相（現外相）が欧州諸国に対し、定期的で
目に見えるプレゼンスを南シナ海で展開するよう呼び掛けた。航行の保護のほか、ニューカ
レドニアや仏領ポリネシアを含む太平洋にある海外領土で生活する市民の利益を守る必要
性にも言及している。最近では 2021 年 2月 8 日、パルリ（Florence Parly）国防相が海軍攻
撃型原子力潜水艦「エムロード（エメラルド）」と海洋支援艦「セーヌ」が南シナ海を航行
したと明らかにしている。パルリはツイッターに 2 隻の写真を投稿し、今回の航行は「海軍
がオーストラリア、米国、日本という戦略的パートナーとともに、遠く離れた海域に長期間
展開できることを証明した」と述べている。
フランスはさらに 2021年 5月、陸上自衛隊と米海兵隊、仏陸軍が宮崎、鹿児島両県の霧

島演習場で島嶼防衛を想定した日米仏共同訓練を実施したほか、海上自衛隊を含む日米豪
仏海軍と初めての日米豪仏共同訓練を東シナ海で実施し、インド太平洋地域における存在
感を高める努力を重ねている。4カ国の海上防衛での連携を強調し、海洋進出を強める中国
をけん制する狙いもあるものとみられる。 
一方、中国側は中国共産党傘下の英字紙 China Daily に「フランス軍に南シナ海の居場所
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はない」との論評を掲載し、地域を不安定化させているのは中国ではなく、「クアッド」や
フランスだと反発している。中国が南シナ海の人工島に象徴される一方的行動をさらに進
め、フランスがその権益を侵されたと受け止めて、何らかの行動に出る事態が起きた場合、
ドイツは難しい判断を迫られることになる。フランスの立場を支持すれば、中国が経済力に
物を言わせてドイツに圧力をかけることは明らかだからである。インドをはじめとするイ
ンド太平洋諸国の成長は著しいとはいえ、例えばインドとの輸出入総額（2020 年）は約 195
億ユーロで、中国の約 2121 億ユーロの 10分の 1以下と遠く及ばないのが現状である。
ドイツが派遣するフリゲート艦 1 隻は 2021 年 8 月に出港し、マラッカ海峡などを通り、

オーストラリアに寄港、その後、年末にかけて数週間、朝鮮半島沖の監視活動に加わる予定
とされる。中国を刺激することを避けたいドイツ首相府の意向で、フリゲート艦が上海への
寄港が実施される可能性もある。その場合、日米豪印のクアッドやフランスとの間で議論に
なる可能性がある。また、ドイツ連邦議会選挙が 2021 年９月 26 日に予定され、メルケル
首相も任期満了を迎えるため、次期政権の連立枠組みによっては、航行計画の確定には曲折
も予想される。
欧州との連結性や海洋安全保障の観点から、ルールに基づく秩序形成に貢献するため、欧

州の同盟国であるフランスや英国、日米豪印の「クアッド」と、どこまで足並みを揃えるの
か。他方、最大の貿易相手国として緊密な経済関係を誇る中国との関係をどのように調整し
ていくのか。対中警戒感が強まったとはいえ、対中利害関係の大きさは他国に比べて優れて
大きいだけに、ドイツは欧州の中でも、最も難しい「インド太平洋」戦略の舵取りを迫られ
よう。 

【参考文献】 
本報告は下記拙稿に多くを負うものである。 

中村登志哉、「ドイツのインド太平洋戦略―米中対立と対中経済連携の狭間で」、『国際安全
保障』第 48 巻第 4号、特集『ポピュリズムと米欧安全保障』、国際安全保障学会編、内外出
版、2021年 3 月、1-18頁。 
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2021 年５⽉ 27 ⽇ 

始動するグローバル・ブリテンと新たな⽇英同盟 

英国王⽴防衛安全保障研究所（RUSI）⽇本特別代表 
秋元 千明 

 英国の最新鋭空⺟「クイーン・エリザベス」の部隊は５⽉ 22 ⽇⼣刻、⺟港
のポーツマスを出航した。部隊は初の実戦任務のためインド太平洋に展開する
予定で、来年以降も定期的に⼀年の半分以上、インド太平洋で活動する計画で
ある。 

クイーン・エリザベスはポーツマスを出航したあと、ポルトガル沖で NATO
軍の演習に参加し、そのあとジブラルタルに寄港して、地中海に⼊り、フラン
スの空⺟と共同演習をしたあと、⿊海での NATO 海軍の作戦を⽀援する。そ
して、スエズ運河を通って紅海を経由、オマーンの英国海軍基地に⽴ち寄り、
インドに寄港した後、シンガポールに寄港、南シナ海を北上して８⽉ 30 ⽇
頃、韓国の釜⼭に寄港する。そして、最後に⽇本海を北上して、津軽海峡を東
へ通過、本州の東部を南下して、⽇本の横須賀に寄港することが検討されてい
る。

クイーン・エリザベスの展開は合わせて 10 隻の艦艇と 32 機の航空機、3700
⼈の⽔兵や航空兵、海兵隊員が 4 万 8000 キロの距離を移動する⼤航海であ
り、英国海軍にとっては 1982 年のフォークランド紛争以来の⼤遠征となる。
航海の期間はおよそ 7 か⽉間、この間、40 カ国以上を訪問し、70 回以上の作
戦活動を⾏う予定である。 
 出航に先だって、エリザベス⼥王が空⺟を訪問し、乗組員を激励したほか、
ジョンソン⾸相が空⺟の艦上で「明確にすることの⼀つは、中国の友⼈たちに
われわれが国際海洋法を信じていることを⽰すことであり、⾃信に満ちながら
も対⽴的ではない⽅法で、われわれは正しさを⽰す」と述べ、クイーン・エリ
ザベスの活動の⽬的の⼀つは中国に向けたメッセージを発信することにあるこ
とを強調した。 

クイーン・エリザベスには⼤きく分けて⼆つの活動⽬的と英国が実現しよう
とする将来の⻑期的ビジョンが背景にある。 
⽬的の⼀つはジョンソン⾸相が指摘したように、インド太平洋地域には、海

でつながり、海の交易によって繁栄している海洋国家が多く、国際法が定めた
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航⾏の⾃由の原則を英国は守り抜くという確固たる意思を空⺟の展開によって
⽰すことである。逆に⾔えば、特定の国家による海の覇権は認めないという姿
勢を⽰すことにある。 

もう⼀つの⽬的は、英国が EU からの離脱後の新たな外交戦略として⽰した
グローバル・ブリテンを実現するため、英国は⽇本とインド太平洋地域に散在
する英連邦加盟国との同盟の再構築をめざしており、まずはこれらの国と軍事
的な協⼒関係を深めることにある。 

そして、そうした活動を通じて、英国はインド太平洋地域が近い将来、世界
の政治、経済の中⼼になることを⾒すえ、この地域に新たな世界秩序を形成す
ることをめざしている。具体的には英国が同盟国の⽶国や⽇本、英連邦国家と
協⼒して、欧州の NATO や太平洋の⽇⽶同盟など既存の同盟の枠組みをイン
ド太平洋で接続、融合させ、新しい時代の新しい同盟の枠組みを構築すること
を⻑期的ビジョンとして描いており、その主導的役割を演じることこそグロー
バル・ブリテンの真の⽬的だと考えている。 
簡単に⾔えば、英国はこの⻑期的ビジョンの実現のための第１段階として、

新型の空⺟「クイーン・エリザベス」を展開させたのである。 
クイーン・エリザベスの⽇本寄港について、⽇本の岸信夫防衛相は「⻑い歴
史と伝統を有する⽇英関係が『新たな段階』に⼊ったことを⽰す象徴となるも
のだ」と述べ、「新たな段階」という間接的な表現を⽤いながらも⽇英が同盟
関係に進むことの意義を強調した。 

 英国政府は今年３⽉、EU 離脱後の国家戦略「グローバル・ブリテン」に関
する初めての戦略報告「Integrated Review（統合レビュー）」を発表した。こ
の報告は英国が過去 50 年にわたって EU のリーダー国として欧州の安全保障
に専念しながらも、いつか伝統的な世界国家に回帰するために練り続けてきた
英国独⾃の戦略理念の集⼤成である。英国が今後、インド太平洋に関与し、地
域の友好国と同盟を構築することによって、新しい世界秩序形成に関わる⽅向
性を⽰した野⼼的な内容になっている。 

つまり、英国は 1968 年以来続けてきた「スエズ以東からの撤退」という⽅針
を⼤転換し、スエズ以東へ戻ることを表明したのである。そして、その実現のた
めの具体的な⾏動としてまず取り組むことにしたのが、空⺟「クイーン・エリザ
ベス」のインド太平洋への展開であった。 

この点を最初に明確にしたのは、テリーザ・メイ⾸相（当時）だった。彼⼥は
2017 年 8 ⽉ 16⽇、完成したばかりの新型空⺟「クィーン・エリザベス」に乗艦
し、⾶⾏甲板の上で、乗組員を前に次のような演説をした。 
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「この艦は、英国が今後数年間、世界を舞台に新しく前向きな任務を⾃信を持っ
て遂⾏することを明確なシグナルとして発信する。私たちは、完全なグローバル
パワーとしてあり続けることを決断した。英国は規範に基づく国際秩序を維持
し、それを⽀える⾃由主義の価値を守る責任を負っている。」 

そして、グローバル・ブリテン実現のために英国が最も重視した国こそ、アジ
アの最⼤の友好国、⽇本であり、⽇本との関係を同盟関係に引き上げることだっ
た。

この演説からおよそ⼆週間後の 8 ⽉ 31 ⽇、メイ⾸相は⽇本を訪問し、安倍晋
三⾸相（当時）と会談した。アジア諸国歴訪の⼀環でもなく、国際会議参加のた
めでもなく、ただ、⽇本の安倍晋三⾸相と会談するためにわざわざ⽇本まで出向
いたのである。
そして、⽇本と英国は東京で⽇英安全保障共同宣⾔を発表した。宣⾔では、⽇

英がグローバルな戦略的パートナーシップを構築し、それをさらに次の段階に
引き上げることなど 17 の項⽬で合意した。 
この「パートナーの関係を次の段階に引き上げる」という表現は⽇本政府が⽇

英関係を表すときに良く使う表現だが、おそらく『⽇本の唯⼀の同盟国は⽶国』
という従来の⼤⽅針との⽭盾を回避し、整合性を維持するための表現のように
も思われる。この点について、⽇本の河野太郎外相（当時）は⽇英⾸脳会談後、
記者団に対して次のように説明した。 

「⽇英は、今までのパートナー国から同盟国へという形で関係を強化していこ
うということになりました」 

それ以来、⽇本との新たな同盟の構築は英国の戦略の⼀部となり、英国政府は
外交⽂書や公式ツィッターなどでは、⽇本をパートナーではなく、⼀貫して
「allies（同盟国）」と呼ぶようになった。 

ただ、ここで確認しておきたいのは「『同盟』とはいったいなにか」ということ
である。 

実は、同盟の固定した明確な定義は存在していない。専⾨家の間でも⾃国の領
域を守るため侵略に共同で武⼒⾏使する関係とする古い解釈と、安全保障のあ
らゆる分野で平和時から協⼒し合う関係とする新しい解釈が併存している。 
⽇本政府の⽴場は古い解釈をとるものであり、英国のことを準同盟国などと曖
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昧な呼び⽅をして、同盟国とは呼んでいない。これに対して、英国政府は新しい
解釈に傾斜している。英国の戦略コミュニティーは最近、⽇本との関係を「New 
Type of Alliance（新しいタイプの同盟）」と呼び、⽇本を同盟国と位置付けてい
る。 
いずれにせよ、⽇英関係は実質的には同盟の段階に⼊っている。クイーン・エ

リザベスの部隊がわざわざ⽇本まで遠征をして来るのはその証しである。クイ
ーン・エリザベスの航海にとって、⽇本はインド、シンガポールや韓国のような
寄港地、経由地ではなく、⽬的地として位置付けられていることに留意すべきだ。 

同盟をどのように解釈するかを考えるとき、重要なことは現代が平和でもなけ
れば戦争でもないグレーな時代であり、このグレーな時代に有効に機能するも
のが現代の同盟でなくてはならないということである。 
実際に武⼒衝突の段階に⾄らなくても、サイバー空間を利⽤したサイバー戦や、

軍事と⺠間が結束して外国への浸透⼯作を⾏うハイブリッド戦は⽇々、⾒えな
いこところで熾烈に繰り広げられている。現代の同盟はこのような事態に対応
する必要があり、侵略への共同武⼒対処を同盟の条件とする発想は現実的では
ない。 
また、実際に⾏われた軍事⾏動をみても、20 世紀後半以降、1990 年代の湾岸

戦争、21 世紀のアフガニスタン、イラクでの戦争など、すべての戦争は有志国
家連合によって⾏われたものであり、同盟条約に基づく侵略対処の戦争ではな
かった。 
つまり、現代の同盟の役割はかつてのような軍事同盟のそれとは⼤きく異なっ

ている。例えば NATO の現在の主任務は、サイバー戦争、ハイブリッド戦、テ
ロ対策、宇宙作戦など包括的な安全保障協⼒であり、領域を守ることは役割の⼀
部でしかない。
だから、新しく誕⽣する新・⽇英同盟は、侵略に備える軍事同盟である必要は

なく、NATO のように安全保障のあらゆる分野で協⼒し合う包括的な安全保障
協⼒同盟でなくてはならない。 

このように、英国が EU を離脱し、それに続いてグローバル・ブリテンの戦略
のもと、インド太平洋への関与を始めた背景には、⽶国の国際的影響⼒の低下と
それに乗じた中国・ロシアによるユーラシア権⼒の台頭がある。世界は今や、中
ロが主導する権威主義的なユーラシア権⼒と、⽇本や欧⽶の⾃由主義陣営が対
峙する厳しい時代に⼊りつつある。
インド太平洋への関与はそのための戦略として今、英国だけではなく、欧州各

国から注⽬されている。フランスやドイツ、オランダはすでにこの地域への関与
を明らかにし、海軍の艦艇を派遣、もしくは派遣する計画を持っている。また、
NATO は昨年の報告書「NATO2030」で中国を脅威として断定して、今年２⽉
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の国防相会議ではそのためにオーストラリアや⽇本と連携を深めることを決め
た。EU も４⽉、インド太平洋への関与を今後の課題として決定した。欧州のイ
ンド太平洋への傾斜は急速に進んでいる。

インド太平洋地域は将来、世界 GDPの 60パーセント、世界⼈⼝の 65 パー
セントが集中すると⾔われている。それはこの地域が将来、世界の政治・経済
の中⼼になることを意味している。したがって、この地域の安定を維持するこ
とはアジアだけではなく、欧州にとっても極めて重要なテーマである。この地
域には海洋国家が多く、地域の繁栄はすべて海洋交易によって成り⽴ってい
る。この地域で特定の国や勢⼒が覇権を確⽴することは許されない。⽇本が主
導している「⾃由で開かれたインド太平洋」という構想もまさにそのためのも
のである。英国の「グローバル・ブリテン」も同じ考えのもとにある。

英国は⼿始めとして、TPP 環太平洋パートナーシップ協定への参加の⼿続き
を進めることを決定した。なぜなら、TPPは単なる経済協定ではなく、同じ価
値を共有する同盟としての体裁を合わせ持っている。しかも、参加国 11 カ国
のうち過半数の 6カ国が英連邦加盟国である。そこに英国が参加することは
TPPが英国を中⼼とした世界的な枠組みに発展することを意味する。⽶国が復
帰してくればなおさらだ。また、英国は近い将来、⽇本、⽶国、オーストラリ
ア、インドが加盟する 4 カ国の枠組み、通称「クアッド」への参加も検討して
いる。
この⼀連の英国の試みは、インド太平洋地域に新しい秩序を形成することで

もある。おそらく将来は、⼤⻄洋の⽶英同盟と太平洋の⽇⽶同盟を接続・融合
させることも必要になるだろう。⽇本も英国も共に⽶国とは特別な関係がある
のだから当然の帰結である。つまり、⽇英が同盟の段階に⼊ることは、結果と
して、インド太平洋を舞台とした実質的な⽇英⽶の三国同盟の構築に発展して
いく可能性が⾼い。そうなれば、クアッドは⽇英⽶と豪印、つまり⽇英⽶プラ
ス英連邦国家という構成になり、まさに英国がグローバル・ブリテンでめざす
新しい枠組みの基礎となろう。

NATO にしても⽇⽶同盟にしても東⻄冷戦時代の産物であり、脅威が複雑化し
た現代ではすでに機能的に限界に達している。新しい時代の新しい脅威に対応
した新しい同盟が必要な時代を迎えている。 

空⺟「クイーン・エリザベス」の来航はそんなメッセージを⽇本に届けるこ
とになるだろう。 
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